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１．基準竜巻の設定フロー 

 

気象庁「竜巻等の突風データベース」から 

全国 16 地域※１の竜巻発生時の気象特性（総観場）を集計 

地域間の総観場の比較検討 

・各総観場の発生頻度の相関係数を求め、北海道日本海側※２ 

 と他の 15の地域間の竜巻発生に関する気候の類似性を評価※３ 

竜巻検討地域候補地の設定及び保守性の検討 

・総観場の類似性から竜巻検討地域の候補地を設定 

・候補地の竜巻発生頻度から竜巻検討地域の保守性を検討し地 

域の絞込みを行う 

竜巻検討地域の設定 

 

竜巻検討地域で過去に発生した

竜巻の最大 Fスケールの調査  

 

日本で過去に発生した竜巻

の最大 Fスケールの調査  

 

竜巻検討地域におけるハザード曲線

による最大風速ＶB2の設定  

（竜巻影響評価ガイドに従い評価） 

竜巻検討地域及び日本全体におけ

る最大竜巻発生時の総観場の分析

（竜巻検討地域の最大風速をＶB1

にできるかどうかを検討） 

 

過去に発生した竜巻による

最大風速ＶB1の設定 

 

最大風速ＶB1と最大風速ＶB2の比較 

 

基準竜巻ＶB の設定 

 

※1：気象庁の予報区分に従

い、気候の傾向が類似

するエリアとして分類

した区分  

※2： 16 に区分した地域の

うち、泊発電所が位置

する地域 

※3：各地域で発生する総観

場の種類と発生頻度の

関連性の強さを評価 
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２．竜巻検討地域の設定 

竜巻影響評価ガイドでは、以下の方針に基づいて基準竜巻の最大風速（ＶB）を設定す

ることとしている。 

 

  ・基準竜巻の最大風速（ＶB）は、下記に示すＶB1とＶB2のうちの大きな風速とする。  

    ①過去に発生した竜巻による最大風速（ＶB1） 

     日本で過去に発生した竜巻による最大風速をＶB1として設定することを原則と

する。ただし、竜巻検討地域で過去に発生した竜巻の最大風速を十分な信頼性の

あるデータ等に基づいて評価できる場合においては、「日本」を「竜巻検討地域」

に読み替えることができる。  

   ②竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速（ＶB2） 

     竜巻検討地域における竜巻の観測記録等に基づいて作成した竜巻最大風速のハ

ザード曲線上において、年超過確率に対応する竜巻最大風速をＶB2とする。  

   

以上より、ＶB1及びＶB2を求めるために竜巻検討地域を設定する。 

 

（１）竜巻の発生状況 

   日本全国の竜巻の発生状況は図 2.1のとおりである。竜巻は日本全国で発生してい

るが、その発生には地域特性がある。 

   発生が多い地域は、北海道西部、関東及び愛知の平野部、日本海及び関東以南の太

平洋に面する沿岸部並びに南西諸島となっている。 

   泊発電所は、北海道西部（後志支庁）の日本海側に面しているが、後志支庁で発生

した竜巻は、表 2.1のとおり 11個（1961～2012年）と尐なく、いずれの事例も藤田ス

ケールについては不明である。 

   このため、より多くの竜巻の大きさ等の検討資料を得るために、「原子力発電所の竜

巻影響評価ガイド」（以下、「竜巻影響評価ガイド」という）に従い、泊発電所が立地

する地域及び竜巻発生の観点から当該地域と気象条件が類似する地域より竜巻検討地

域を設定する。 
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図 2.1 竜巻の発生状況（出典：気象庁 HP 竜巻等の突風データベース） 

 

泊発電所 

後志支庁 
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表 2.1 北海道後志支庁で発生した竜巻（出典：気象庁 HP 竜巻等の突風データベース） 

現象区別 発生日時 発生場所 
藤田 
ｽｹｰﾙ   

総観場 

竜巻  2011/08/20 18:45 頃  後志地方 (海上)  不明  気圧の谷  

竜巻  2011/08/20 18:40 頃  後志地方 (海上)  不明  気圧の谷  

竜巻  2011/08/20 18:30頃  後志地方 (海上)  不明  気圧の谷  

竜巻  2010/12/17 10:20 頃  後志地方 (海上)  不明  気圧の谷  

竜巻  2010/10/26 08:10 頃  後志地方 (海上)  不明  寒気の移流  

竜巻  2010/10/26 07:05 頃  後志地方 (海上)  不明  寒気の移流  

竜巻  2007/10/1 14:27 頃  後志支庁 (海上)  不明  気圧の谷・寒気の移流  

竜巻  2007/10/01 14:25 頃  後志支庁 (海上)  不明  気圧の谷・寒気の移流  

竜巻  2007/10/01 14:10 頃  後志支庁 (海上)  不明  気圧の谷・寒気の移流  

竜巻  1991/09/17 08:50 頃  後志支庁 (海上)  不明  
寒気の移流・気圧の谷・局地性

じょう乱  

竜巻  1989/10/06 21:00 頃  後志支庁 小樽市  
 

寒冷前線  

 

（２）地域区分の設定 

   独立行政法人原子力安全基盤機構が東京工芸大学に委託した研究の成果（以下、「原

子力安全基盤機構委託成果」という）においては、「竜巻等突風の気象的発生要因はい

くつかあるが、明らかに地域性が見られる。」としている。このため、国内の各地域の

竜巻発生の観点からの気候特性をもとに竜巻検討地域を検討した。 

   検討にあたり日本国内を、図 2.2 に示す気象庁資料（気象庁 HP 季節予報で用いる

予報区分）を参考に、表 2.2に示すとおり、日本を 16の地域に区分し、これらの地域

の、竜巻発生時の気象特性をもとに竜巻検討地域を検討した。 

   なお、図 2.2の予報区分図は、気候の傾向が類似する地域として設定されたもので

ある。 
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図 2.2 地方季節予報の予報区分図 

（出典：気象庁 HP 季節予報で用いる予報区分） 
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No 地域区分 

１ 北海道日本海側 

宗谷（北部）、空知 

上川、留萌、石狩、 

後志、桧山 

２ 北海道オホーツク海側 

宗谷（南部）、網走 

北見、紋別 

 

３ 北海道太平洋側 

根室、釧路 

十勝、日高 

胆振、渡島 

４ 東北日本海側 

青森（津軽）、秋田 

山形、福島（会津） 

 

５ 東北太平洋側 

青森（下北）、岩手 

宮城、福島（浜通り、 

中通り） 

６ 関東甲信 

茨城、千葉、栃木 

群馬、埼玉、東京 

神奈川、山梨、長野 

７ 北陸 

新潟、富山、石川、福井 

 

 

８ 東海 

静岡、愛知、岐阜、三重 

 

 

９ 近畿日本海側 

滋賀（北部）、京都（北部） 

兵庫（北部） 

 

 

 

No 地域区分 

10 近畿太平洋側 

奈良、和歌山、大阪、 

兵庫（南部）、京都（南部） 

滋賀（南部） 

11 山陰 

鳥取、島根 

 

 

12 山陽 

広島、岡山 

 

 

13 四国 

徳島、香川、愛媛、高知 

 

 

14 九州北部 

山口、福岡、佐賀 

長崎、大分、熊本 

 

 

15 九州南部・奄美 

宮崎、鹿児島 

奄美 

 

 

16 沖縄 

沖縄 

 

 

 

 

 

表 2.2 日本の地域区分一覧 

（出典：気象庁 HP 過去の地域平均気象データ検索：地域選択） 
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（３）日本の竜巻発生状況の総観場による解析 

  ａ．日本の竜巻発生状況の総観場※１の集計 

    竜巻の発生分布性状は総観場に大きく影響を受けることから、総観場による解析は

重要であると考えられる。このため、先に設定した 16の地域区分の総観場を解析す

ることにより、竜巻検討地域を設定する。 

    1961年から 2012年 6月までの総観場の数を、16の地域区分毎・21種類の総観場

毎に表 2.3に集計した。 

    また、総観場の地域性の概要を把握するため、日本の全地域と泊発電所が含まれる

北海道日本海側、東日本の関東甲信地方及び西日本の九州南部について図 2.3で比較

した。 

    図 2.3に示す総観場の集計結果によると、全地域を対象とした集計では「暖気の移

流」、「寒気の移流」、「寒冷前線」、「気圧の谷」及び「台風」の出現頻度が高い。北海

道日本海側では、上記のうち「寒気の移流」及び「気圧の谷」の出現が多くみられる

が、九州南部ではこれらの総観場は竜巻発生時の主要な気象特性とはなっていない。

一方で、全地域で出現頻度の高い「暖気の移流」、「停滞前線」及び「台風」は、北海

道日本海側ではほとんど出現しておらず、関東甲信地方及び九州南部で多い傾向がみ

られる。 

    このように、一部地域の比較からではあるが、竜巻の成因となる総観場の出現には

地域性があるものと考えられる。  

 

 

※1 総観場：竜巻発生時の気象特性（原子力安全基盤機構委託成果より引用） 
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表 2.3 地域区分毎の総観場の集計※２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２ ： 総観場の分類は、気象庁（出典：気象庁 HP 竜巻等の突風データベース）に従った。また、全地域の出現が 10個未満の総観場は

解析から除外し、35種類の総観場の中から 21種類を解析の対象とした。 

     竜巻発生の 1事例に対し複数の総観場があるため、合計は竜巻発生個数より多い。 

 

北海道日本海側 0 0 3 0 29 1 0 0 1 7 2 0 0 0 0 0 1 1 0 34 3 82 F2
北海道オホーツク海側 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 F3

北海道太平洋側 0 0 2 0 12 2 0 0 1 13 2 0 2 0 0 1 0 1 1 7 4 48 F2
東北日本海側 0 0 14 0 35 7 0 4 2 28 0 5 0 0 1 0 1 3 0 17 3 120 (F2)
東北太平洋側 2 0 1 1 2 2 0 1 0 10 1 1 2 1 0 1 0 3 1 8 4 41 (F2)
関東甲信地方 49 16 11 0 17 15 0 8 7 22 2 14 2 5 0 0 1 6 7 39 22 243 F3

北陸地方 0 0 12 1 27 3 0 2 0 27 0 3 4 0 0 0 8 0 2 82 2 173 F2
東海地方 27 4 11 9 7 3 0 1 7 10 2 11 1 3 0 0 1 0 0 5 10 112 F3

近畿日本海側 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 7 1 10 F0
近畿太平洋側 3 4 5 0 1 1 0 0 0 6 0 3 0 1 0 0 1 1 0 3 5 34 F1～F2

山陰地方 0 0 5 0 5 5 0 1 0 9 0 0 0 0 0 0 1 1 1 28 7 63 F1
山陽地方 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 2 2 0 0 0 0 0 2 8 F2
四国地方 18 3 9 2 2 0 0 4 1 1 2 10 0 3 1 1 0 0 0 9 26 92 F2

九州北部地方 11 0 1 0 8 18 0 8 2 22 0 10 2 7 2 0 1 5 1 8 13 119 F2
九州南部地方 45 3 1 0 4 6 15 11 4 22 0 7 5 3 2 0 0 1 0 1 22 152 (F2～F3)

沖縄地方 20 0 0 0 39 2 13 6 1 26 0 22 0 10 17 8 0 5 0 2 30 201 F2
全地域 175 30 75 13 188 65 28 46 26 204 11 89 19 35 25 11 15 27 13 250 155 1500 F3

寒気の
移流

暖気の
移流

計
藤田ス
ケール
の最大

地域区分 台風
南岸低
気圧

日本海
低気圧

二つ玉
低気圧

気圧の
谷

局地性
じょう乱

東シナ
海低気

圧

その他
低気圧

温暖前
線

寒冷前
線

閉塞前
線

停滞前
線

不安定
線

梅雨前
線

太平洋
高気圧

その他
高気圧

季節風
雷雨

（熱雷）

雷雨
（熱雷
を除く）
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注：総観場の分類は、気象庁（出典：気象庁 HP 竜巻等の突風データベース）に従い、全

地域の出現が 10 個未満の総観場は解析から除外した。（35種類の総観場の中から 21

の総観場を解析の対象とした。） 

図 2.3 各地域の相観場の出現頻度 

 

ｂ．日本の竜巻発生状況の相関係数による検討 

竜巻発生に関する総観場には地域特性があると考えられることから、この地域特

性について相関係数を用いて検討した。 

相関係数は、2組のデータがどれだけ関連性があるかを示す係数で、2組のデータ

の関連性が強ければ相関係数が 1に近づき、関連性が低ければ 0に近づく。 

相関係数を利用して、2 つの地域の総観場の関連性を評価し、関連性が強ければ、

2つの地域は総観場の発生の観点から類似の地域であると判断した。 

具体的には、表 2.3 の総観場の集計結果から、泊発電所が位置する北海道日本海

側とその他地域間の、総観場の出現数に関する相関係数を求め、発生する総観場の種

類及び発生頻度の関連性の強さを評価した。 

    また、求めた相関係数については、無相関検定を行い有意水準 1%で無相関につい

て確認している。（補足説明資料２．参照） 

相関係数を算出した結果は、表 2.4のとおりであり、「北海道日本海側」と相関が

認められる地域は、「北海道太平洋側」、「東北日本海側」、「北陸地方」、「近畿日本海

側」及び「山陰地方」となった。 
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   表 2.4 北海道日本海側と他地域区分間の相関係数一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：有意水準 1％で、相関が認められるものに黄色を付している。 

 

また、北海道日本海側を基準（横軸）とした総観場の分布図の例を図 2.4に示す。 

相関がみられる例（北陸地方：左図）では、相関係数は 0.90と大きく、北海道日

本海側で出現が多い「気圧の谷」と「寒気の移流」に対して、北陸地方でも出現が

多くなっている。 

一方、相関がみられない例（九州南部地方：右図）では、相関係数は-0.10と小

さく、北海道日本海側で出現が多い「気圧の谷」と「寒気の移流」に対して九州南

部地方での出現が尐なく、九州南部地方で出現が多い「台風」に対しては北海道日

本海側での出現がない。（他の地域区分の分布図については補足説明資料３．参照）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4 総観場の分布図 

気圧の谷 

寒気の移流 

気圧の谷 

寒気の移流 

台風 

有意水準1％
相関の有○、無×

北海道日本海側 1.00 -
北海道オホーツク海側 0.04 ×

北海道太平洋側 0.73 ○
東北日本海側 0.75 ○
東北太平洋側 0.54 ×
関東甲信地方 0.47 ×

北陸地方 0.90 ○
東海地方 0.07 ×

近畿日本海側 0.70 ○
近畿太平洋側 0.20 ×

山陰地方 0.81 ○
山陽地方 -0.17 ×
四国地方 0.10 ×

九州北部地方 0.22 ×
九州南部地方 -0.10 ×

沖縄地方 0.32 ×

地域区分
北海道日本海側との相関

相関係数
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（４）竜巻検討地域の設定 

発電所が海岸線付近に立地することから竜巻影響評価ガイドに従い、北海道日本海

側と総観場の発生の観点から類似であると判断された地域の海岸線から、陸側及び海

側それぞれ 5kmの範囲を竜巻検討地域の候補地とする。候補地の範囲を図 2.5に示す。 

 

 

図 2.5 北海道日本海側と相関係数に有意性が認められた地域（候補地） 

 

次に、竜巻検討地域候補地の竜巻発生数を考慮し、ハザード曲線が保守的なものと

なるよう、以下のとおり竜巻検討地域を絞り込む。 

候補地のうち、北海道太平洋側の襟裳岬から東側の海岸線及び陸奥湾の海岸線にお

いては、竜巻がほとんど発生していないことから※１ 、この地域を竜巻検討地域に含め

た場合には、ハザード曲線評価において竜巻発生個数が極端に尐ないわりにリスク対

象評価面積が大きくなり、ハザードが過小評価されることになるため、北海道太平洋

側の襟裳岬から東側の海岸線及び陸奥湾から竜飛岬にかけての海岸線を竜巻検討地域

から除くこととする。 

   更に、日本海側は同様の気候区分に分類されることを考慮し、泊発電所の竜巻検討

地域は、図 2.6に示すとおり、北海道から山口県を含む本州にかけての日本海側及び北

海道の襟裳岬以西とした。（竜巻検討地域の面積 38,895km2） 

 

  ※1：（補足説明資料４．参照） 
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図 2.6 泊発電所の竜巻検討地域 
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３．過去に発生した竜巻による最大風速（ＶB1）の設定 

（１）竜巻検討地域で発生した最大スケールの竜巻及び全国で発生した最大スケールの竜

巻の総観場の解析 

   表 3.1 に、竜巻検討地域において過去に発生した最大の竜巻の F スケールと総観場

を示す。これによれば、F2 が最大の F スケールであり、当該 F スケールが出現する際

の主な総観場は日本海低気圧、寒気の移流、及び寒冷前線となっている。 

   表 3.2 に、日本で過去に発生した最大の F スケールとなる、F3 スケール竜巻発生時

の総観場を示す。太平洋側では台風が主な総観場となっているが、日本海側では発生が

ない。また、寒冷前線は全国各地で発生しており、その発生については地域が限定され

ないものと考えられる。 

   以上の結果から、将来にわたって日本海側において台風起因の F3スケールの竜巻が

発生する可能性は小さいと考えられるが、気圧の谷や寒冷前線起因で発生する竜巻のよ

うな低気圧起因とみなされる竜巻※１ は、竜巻検討地域においても F3スケールのものが

発生し得ると考えられる。 

 

  ※1：独立行政法人原子力基盤機構作成の「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド（案） 

及び解説」より  

 

表 3.1 竜巻検討地域で過去に発生した最大の竜巻スケールと総観場  

発生年月 発生場所 Fスケール 総観場
1990年4月 石川県富来町 Ｆ２ オホーツク海低気圧、気圧の谷
1962年9月 北海道宗谷支庁 （Ｆ２） 寒冷前線
1971年10月 北海道留萌支庁 （Ｆ２） 寒気の移流
1975年5月 島根県大社町 （Ｆ２） 日本海低気圧、局地性じょう乱、寒気の移流
1979年11月 北海道渡島支庁 （Ｆ２） 日本海低気圧、温暖前線
1989年3月 島根県大社町 （Ｆ２） 局地性じょう乱、寒気の移流
1974年10月 北海道檜山支庁 （Ｆ１～Ｆ２） 温暖前線
1974年10月 北海道檜山支庁 （Ｆ１～Ｆ２） 寒冷前線
1975年9月 北海道檜山支庁 （Ｆ１～Ｆ２） 日本海低気圧、暖気の移流
1999年11月 秋田県八森町 （Ｆ１～Ｆ２） 日本海低気圧、寒冷前線  

表 3.2 日本で過去に発生した F2を超える竜巻の総観場 

発生年月 発生場所 Ｆスケール 総観場
2006年11月 北海道 佐呂間町 F3 寒冷前線・暖気の移流
2012年5月 茨城県 常総市 F3 気圧の谷・寒気の移流
1971年7月 埼玉県 浦和市 (F3) 台風
1990年12月 千葉県 茂原市 F3 暖気の移流・気圧の谷・寒冷前線
1967年10月 千葉県 飯岡町 (F2～F3) 台風
1966年1月 千葉県 南総町 (F2～F3) 南岸低気圧・寒冷前線
1978年2月 神奈川県 川崎市 F2～F3 寒冷前線・暖気の移流
1999年/9月 愛知県 豊橋市 F3 台風
1969年12月 愛知県 豊橋市 (F2～F3) 二つ玉低気圧
1968年9月 宮崎県 高鍋町 (F2～F3) 台風
1990年2月 鹿児島県 枕崎市 (F2～F3) 寒冷前線・暖気の移流・その他(低気圧)  
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（２）過去に発生した竜巻による最大風速（ＶB1）の設定 

   竜巻影響評価ガイドでは、ＶB1は、竜巻検討地域で過去に発生した竜巻の最大風速を

十分な信頼性のあるデータ等に基づいて評価できる場合は、竜巻検討地域で過去に発生

した竜巻の最大風速にできるとしている。  

   しかし、（１）で解析した結果からは、竜巻検討地域では、これまでに全国で発生し

た最大の竜巻と同様の総観場を成因としてＦ３スケールの竜巻が発生する可能性があ

ることから、竜巻検討地域で過去に発生した竜巻の最大風速をＶB1とすることはできな

いと判断される。  

   また、「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド（案）及び解説」では、竜巻が発生した

際の気象条件（総観場）のうち低気圧は全国どこでも発生し得る条件であるため、これ

まで佐呂間等で発生している低気圧が成因の F3 竜巻を、設計に用いる最低限の風速の

設定において考慮すべきとしている。 

   以上より、将来における竜巻検討地域における F3スケール竜巻の発生の可能性を考

慮し、竜巻影響評価ガイドの原則に従い、過去に発生した竜巻による最大風速（ＶB1）

は、日本で過去に発生した竜巻による最大風速とする。  

 

   先に述べたとおり、日本で過去に発生した竜巻のうち最大のものは、藤田スケール

で「F3」となっている。藤田スケールと風速の関係は、表 3.3 のとおりであることか

ら、過去に発生した最大竜巻による最大風速（ＶB1）は、竜巻影響評価ガイドに従い、

F3スケールの最大風速である 92m/sとする。 

  

 

 

表 3.3 藤田スケールと風速の関係（出典：気象庁 HPより） 

スケール 風速 被害状況

17～32m/s

(約15秒間の平均)

33～49m/s

(約10秒間の平均)

50～69m/s

(約7秒間の平均)

70～92m/s

(約5秒間の平均)

93～116m/s

(約4秒間の平均)

117～142m/s

(約3秒間の平均)

F3
壁が押し倒され住家が倒壊する。非住家はバラバラになって飛散し、鉄骨づくりでも
つぶれる。汽車は転覆し、自動車はもち上げられて飛ばされる。森林の大木でも、大
半折れるか倒れるかし、引き抜かれることもある。

F4
住家がバラバラになって辺りに飛散し、弱い非住家は跡形なく吹き飛ばされてしまう。
鉄骨づくりでもペシャンコ。列車が吹き飛ばされ、自動車は何十メートルも空中飛行す
る。１トン以上ある物体が降ってきて、危険この上もない。

F5
住家は跡形もなく吹き飛ばされるし、立木の皮がはぎとられてしまったりする。自動
車、列車などがもち上げられて飛行し、とんでもないところまで飛ばされる。数トンもあ
る物体がどこからともなく降ってくる。

F0
テレビのアンテナなどの弱い構造物が倒れる。小枝が折れ、根の浅い木が傾くことが
ある。非住家が壊れるかもしれない。

F1
屋根瓦が飛び、ガラス窓が割れる。ビニールハウスの被害甚大。根の弱い木は倒
れ、強い木は幹が折れたりする。走っている自動車が横風を受けると、道から吹き落
とされる。

F2
住家の屋根がはぎとられ、弱い非住家は倒壊する。大木が倒れたり、ねじ切られる。
自動車が道から吹き飛ばされ、汽車が脱線することがある。

 

過去最大竜巻による最大風速（ＶB1）＝ ９２ｍ／ｓ 
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４．ハザード曲線に基づく最大風速（ＶB2）の設定 

（１）ハザード曲線の評価方針 

   竜巻影響評価ガイドに従い、既往の算定方法（Wen and Chu及び Garson et. al：竜

巻に遭遇しかつ竜巻がある風速以上になる確率モデルの推定法）に基づいて竜巻最大

風速のハザード曲線を算定し、ＶB2を評価する。  

具体的には竜巻影響評価ガイドに、ＶB2算定の参考になると示されている「原子力安

全基盤機構が東京工芸大学に委託した研究の成果」を参考に次頁のフローに従い算定

する。  

ハザード曲線は、竜巻影響評価ガイドに従い竜巻検討地域の海岸線から陸側及び海側

５kmの範囲を１ｋｍに刻んだエリアと、竜巻検討地域全域について評価する。  

２．で設定した竜巻検討地域の竜巻発生数のデータ等に基づきハザード曲線を評価す

る。  

ハザード曲線の算定に当たっては、以下の理由から、竜巻年発生数の確率密度分布と

してポリヤ分布を用いる。 

 

（竜巻年発生数の確率密度分布の設定） 

    竜巻影響評価ガイドでは、「竜巻の年発生数の確率分布は、竜巻検討地域で過去に

発生した竜巻の記録等に基づいてポアソン過程等により設定することを基本とす

る。」としている。  

 また、竜巻影響評価ガイドに、ＶB2算定の参考になるとされている「原子力安全基

盤機構の委託研究成果」によれば、Wen and Chu が、竜巻に遭遇しかつ竜巻風速があ

る値以上となる確率モデルの推定法を提案し、竜巻の発生がポアソン過程に従うと仮

定した場合、竜巻の年発生数の確率分布はポアソン分布もしくはポリヤ分布に従うと

している。  

更に、国内を対象とした竜巻の年発生数の分布の適合性に関する検討結果として

は、先に述べた原子力安全基盤機構の委託結果（平成 23 年 2 月）に示されており、

陸上竜巻及び海上竜巻の両方の発生数について、ポリヤ分布の適合性がポアソン分布

に比べて優れているとしている。  

以上より、ハザード曲線の評価に当たって使用する竜巻年発生数の確率密度分布

は、ポリヤ分布を使用するものとする。 
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（２）ハザード曲線算定の流れ 

   ハザード曲線の算定は、竜巻発生数の解析、竜巻風速・被害幅・被害長さの確率密度分布、平均、標準偏差及び相関係数の算定ならびに

ハザード曲線の算出で構成される。 

   ２．で設定した竜巻検討地域の竜巻発生数のデータ等に基づきハザード曲線を評価する。  

 

 

 

図 4.1 ハザード曲線算定の流れ 
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（３）竜巻発生数の解析 

  ａ．適用データ 

        気象庁「竜巻等の突風データベース」より、竜巻検討地域における 1961年から 2012

年 6月までの 51.5年間の竜巻発生データを用いる。  

    ｂ．竜巻の発生数及びその補正  

        気象庁による竜巻の調査方法は、1991年と 2007年を基点に２度にわたり改善が図

られており、年代により竜巻の発生数にばらつきがある。日本におけるこれまでの竜

巻突風の評定の改善の状況を以下に示す。  

    ✔1961～1990 年：一定規模・被害以上の突風について収集、被害のない海上竜巻

は含まない  

    ✔1991～2006 年：竜巻等突風の発生に関する情報収集を強化、被害のない海上竜

巻も区別して収集  

    ✔2007年以降 ：竜巻等突風の現地調査を強化、海上竜巻の確認数が格段に増加  

         （出典：気象庁 竜巻等突風の強さの評定に関する検討会第１回資料）  

   

       1961～2012 年 6月、1991年～2012年 6月及び 2007 ～2012年 6 月の各期間の竜巻

発生数を表 4.1に示す。  

    

ハザード曲線の評価にあたっては、上記の気象庁の各年代の調査業務の精度の違

いを考慮し、各年代の発生数と観測期間を基に竜巻発生個数について補正を行い、擬

似的な 51.5 年間の竜巻発生個数を作成した。また、これをもとにＦスケール毎に  

統計量（平均、標準偏差）を求めた。擬似的な竜巻発生個数の作成にあたっての基本

的な考え方は次のとおり。  

      ① F0 及び不明竜巻の発生個数は、観測精度が向上した 2007 年以降の年平均発生数

が現実に近いものと推測されるため、同期間の発生数と観測期間から補正する。

（26個×51.5年/5.5年≒244個）  

    ② F1 竜巻についても同様に観測制度を考慮し、1991 年以降の年平均発生数が現実

に近いものと類推されることから、この期間の発生数と観測期間から補正する。

（ 27個×51.5年/21.5年≒65個）  

    ③ 被害が比較的大きく見逃されることが尐ない F２竜巻については、1961年以降の

全期間の年間発生数を採用する。(以上で、表 4.1の４段目までの補正が完了。) 

    ④ Ｆスケール不明の海上竜巻については、竜巻スケールを推定することは困難であ

るため、「沿岸部近傍での竜巻の発生特性は海岸線から陸側５ｋｍの範囲と海側５

kmの範囲で類似している。」との考えに基づいて、Ｆスケール不明の海上竜巻を陸

上竜巻の各Ｆスケールに按分する。（表 4.1の４段目に記載した陸上竜巻の Fスケ

ール別の発生比率毎に各 Fスケールに按分する。）   
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表 4.1 竜巻発生数の解析結果 

総数

F0 F1 F2 F3 （陸上） （海上） （含む不明）

期間内総数 90 30 47 13 0 5 111 206

平均値（年） 1.748 0.583 0.913 0.252 0 0.097 2.155 4

標準偏差（年） 2.526 2.003 1.02 0.522 0 0.359 5.87 7.687

期間内総数 60 30 27 3 0 5 110 175

平均値（年） 2.791 1.395 1.256 0.14 0 0.233 5.116 8.14

標準偏差（年） 3.467 2.956 1.124 0.356 0 0.535 8.341 10.683

期間内総数 32 26 6 0 0 0 93 125

平均値（年） 5.818 4.727 1.091 0 0 0 16.909 22.727

標準偏差（年） 6.087 4.814 1.337 0 0 0 10.661 14.7

期間内総数 322 244 65 13 0 0 871 1193

平均値（年） 6.252 4.727 1.256 0.252 0 0 16.909 23.165

標準偏差（年） 4.97 4.814 1.124 0.522 0 0 10.661 11.762

期間内総数 1195 905 241 49 0 0 0 0

平均値（年） 23.204 17.573 4.680 0.951 0 0 0 0

標準偏差（年） 9.567 9.265 2.163 1.004 0 0 0 0

2007～
2012/6

（5.5年間）

疑似

51.5年間
（全竜巻）

不　明

1991～

2012/6
（21.5年間）

疑似
51.5年間

（陸上竜巻）

発生数
の統計

竜巻検討地域
(沿岸±5km)

小計
竜巻スケール

1961～

2012/6
（51.5年間）

 

※擬似全竜巻の発生数は、按分の際の切り上げにより小計が増加している。 

 

ｃ．竜巻の年発生数の確率密度分布の設定 

        確率密度分布の設定にあたっては、竜巻は極めて稀に発生する事象であり、発生

数の変動（標準偏差）が大きい分布であることから、原子力安全基盤機構委託成果に

ならってポリヤ分布により設定した。ｂで求めた竜巻の発生頻度をもとに、竜巻の年

発生数の確率分布として求めた、年平均値と標準偏差に対するポリヤ分布を図 4.2に

示す。 

 

 

図 4.2 竜巻の年発生数の確率分布（ポリヤ分布） 

 

 

 

 



 

 1-19 

（４）竜巻被害幅、被害長さのデータ 

      竜巻発生数と同様に、被害幅の観測データを解析した結果を表 4.2 に示す。不明と

は、被害幅と Fスケールの両方もしくは片方が不明 であることを表す。被害幅の解析

に利用可能なデータ数は、64個と尐ない。 

      安定した統計値を算出するために、データ数を確保する必要がある。また、先に推

定した 51.5年間の擬似竜巻発生数との整合性も確保する必要がある。そこで、以下の

ように 51.5年間の被害幅の統計量を推定した。 

  ① 1961年以降の観測データを使用し、Fスケール別に被害幅データを抽出する。この

データをもとに、F スケール別に被害幅のデータや平均値・標準偏差を求める（表

4.2の上段）。 

  ② 各スケール別の 51.5 年間の発生数(期間内総数)を、①で得られた観測値から、表

4.1で推定した 51.5年間の擬似発生数に置き換える。（F2の場合、7個を 49個に置

き換える。） 

  ③ ①で抽出された F スケール別の被害幅データを大きい順に並び替え②で設定した

51.5年間の擬似発生数分だけ繰り返しサンプリングを行い、被害幅の疑似データを

作成する。（例えば、F2 の場合、被害幅が観測されている７個のデータを大きい順

に並べ、これを順に 49個のデータに繰り返し当てはめデータを作成する。） 

  ④ ③で作成した疑似データをもとに、平均値と標準偏差を求める。 

 

      竜巻被害長さについても、被害幅と同様の解析を行った。結果を表 4.3に示す。 

 

表 4.2 竜巻被害域幅の解析結果 

総数

F0 F1 F2 F3 （陸上） （海上） （含む不明）

期間内総数 64 24 33 7 0 23 119 206

平均値 (m) 117.6 115.5 108.6 167.1 0

標準偏差 (m) 144.7 123.8 101.7 324.4 0

期間内総数 1195 905 241 49 0 0 0 0

平均値 (m) 117.7 116.2 113.5 167.1 0

標準偏差 (m) 130.8 121.5 103.1 303.4 0

疑似

51.5年間

（全竜巻）

不　明

1961～

2012/6

（51.5年間）

日本海＋北海道

(沿岸±5km)

竜巻幅

の統計 (m)
小計

竜巻スケール

 

 

表 4.3 竜巻被害域長さの解析結果 

総数

F0 F1 F2 F3 （陸上） （海上） （含む不明）

期間内総数 69 25 36 8 0 17 120 206

平均値 (km) 2.278 1.072 3.031 2.662 0

標準偏差 (km) 3.729 1.443 4.73 3.054 0

期間内総数 1195 905 241 49 0 0 0 0

平均値 (km) 1.572 1.084 3.156 2.812 0

標準偏差 (km) 2.68 1.427 4.741 3.043 0

不　明

1961～

2012/6

（51.5年間）

日本海＋北海道

(沿岸±5km)

被害長さ

の統計(km)
小計

竜巻スケール

疑似

51.5年間

（全竜巻）
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（５）竜巻風速、被害幅、被害長さの確率密度分布の設定及び相関係数の算定 

ハザード曲線を算定するために、一つの竜巻が発生した際の竜巻風速、被害幅及び長

さの確率密度分布が必要となる。このため表 4.4 に示す（３）及び（４）で求めた竜

巻検討地域における 51.5 年間の竜巻の発生数、被害幅、被害長さのデータを用いて、

それぞれの確率密度分布を求めた。 

確率密度分布の設定にあたっては、竜巻影響評価ガイド及び原子力安全基盤機構委託

成果に示される対数正規分布に従う。 

   推定した竜巻被害幅、竜巻被害長さ、竜巻風速の確率密度分布は以下のとおり。 

  ａ．被害幅の確率密度分布 

    確率密度分布を図 4.3 に示す。推定された分布形は、超過確率のグラフより適切

に観測値を推定していると判断される。 

  ｂ．被害長さの確率密度分布 

    確率密度分布を図 4.4 に示す。推定された分布形は、超過確率のグラフより適切

に観測値を推定していると判断される。  

    ｃ．竜巻風速の確率密度分布 

      超過確率を図 4.5 に示す。観測結果を適切に表現できる形となっており、風速の

大きい領域でも不自然な形となっていない。  

   

次に、ハザード曲線の算定において、2変量あるいは 3変量の確率分布関数を対象と

するため、竜巻風速・被害幅・被害長さについての相関係数を求めた。本来ならば、

これら 3 つが同時に観測されているデータを用いるのが望ましいが、十分なデータ数

が確保されないため、1961 年以降の利用可能なデータ（風速と被害幅のみが観測され

ているデータ等、2変量の比較が行える観測データ）を全て用いて相関を取った。また、

風速、被害幅等の変数の確率密度分布の推定では、発生頻度が重要であるため繰り返

しサンプリングを行ったデータを使用したが、以下の理由から相関係数の推定ではそ

のような措置をおこなわず、観測の元データを使用した。 

Fスケール不明や F0スケールの竜巻では、被害規模が小さいために被害幅や長さの

観測データがより大きな F2スケール竜巻に比べて得られる機会が尐なく、ばらつきも

大きいと考えられる。そのようなデータをサンプリングにより増やすと、F2 スケール

竜巻で見られる相関の高さが反映されなくなることが懸念される。  

   表 4.5に算定結果を示すが、泊発電所における竜巻検討地域では、風速-被害長さ間

では 0.3程度、被害幅-被害長さ間では 0.4 以上の相関が認められた。 
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表 4.4 竜巻検討地域における竜巻パラメータ（51.5年間の推定結果） 

F0 F1 F2 F3

期間内総数 1195 905 241 49 0

平均値（年） 23.204 17.573 4.680 0.951 0

標準偏差（年） 9.567 9.265 2.163 1.004 0

期間内総数 1195 905 241 49 0

平均値 (m) 117.7 116.2 113.5 167.1 0

標準偏差 (m) 130.8 121.5 103.1 303.4 0

期間内総数 1195 905 241 49 0

平均値 (km) 1.572 1.084 3.156 2.812 0

標準偏差 (km) 2.680 1.427 4.741 3.043 0

竜巻検討
地域

(沿岸±5km)

疑似
51.5年間
（全竜巻）

被害長

小計
竜巻スケール

発生数

被害幅

パラメータ 統計量
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図 4.3 竜巻風速の超過確率分布 

 

 

図 4.4(1) 竜巻被害域幅の確率密度分布 
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図 4.4(2) 竜巻被害域幅の超過確率 

 

 

図 4.5(1) 竜巻被害域長さの確率密度分布 

 

 

図 4.5(2) 竜巻被害域長さの超過確率 
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表 4.5(1) 相関係数算定に用いた竜巻風速、被害幅、被害長さのデータ数 

データ数 風速（個） 被害幅（個） 被害長さ（個） 

風速（個） 90 64 69 

被害幅（個） 64 67 62 

被害長さ（個） 69 62 70 

 

表 4.5(2) 相関係数 

相関係数(対数) 風速 (m/s) 被害幅 (m) 被害長さ(m) 

風速 (m/s) 1.000 0 0.301 

被害幅 (m) 0 1.000 0.458 

被害長さ (m) 0.301 0.458 1.000 

 

 

（６）竜巻影響エリアの設定 

   竜巻影響評価ガイドに従い、竜巻影響エリアの設定にあたり泊 3 号機における評価

対象設備の面積を設定する。なお、評価対象設備は、本文「２．評価対象施設の抽出」

に示した竜巻防護施設及び竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設である。 

   評価対象設備の設置位置と面積を、図 4.6及び表 4.6に示す。 

 

      
図 4.6 評価対象施設の設置位置概略図 
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表 4.6 評価対象施設の設置面積 

評価対象施設 設置面積（ｍ2） 

原子炉建屋（R/B） ４，８８９ 

原子炉補助建屋（A/B） ３，６８９ 

ディーゼル発電機建屋（DG/B） ４９３ 

タービン建屋（T/B） ５，２２５ 

電気建屋（EL/B） １，２１４ 

出入管理建屋（AC/B） １，６０３ 

循環水ポンプ建屋（CWP/B） ２，７４８ 

合  計 １９，８６１ 

 

泊 3 号機における竜巻影響エリアを図 4.7 に示す。評価対象施設は、図 4.6 に示す

とおり分散しているため、竜巻影響エリアは、保守性を考慮して 3 号機施設全体を囲

うように設定する。具体的には、原子炉建屋の端から循環水ポンプ建屋の端までの距

離 270mに余裕をみて、1辺を 300mとする正方形を仮定し、更にこの正方形を囲む、直

径(√2×300≒425)ｍの円形（面積：約 142,000m2）の範囲とする。 

   なお、竜巻影響エリアを円形に設定するため、ハザード曲線は竜巻移動方向に対す

る依存性無しとして評価を行う。 

 

 

図 4.7 泊 3号機の竜巻影響エリア 
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（７）ハザード曲線の算定 

   「原子力安全基盤機構委託成果」によれば、Wen and Chuは、竜巻に遭遇し、かつ竜

巻風速がある値以上となる確率モデルの推定方法を提案している。竜巻の発生がポアソ

ン過程に従うと仮定した場合、竜巻の年発生数の確率分布は、4.1式に示すポリヤ分布

に適合するとしている。このため、本ハザード曲線の算定においては上記委託成果にな

らって、適合性の良いポリヤ分布を用いる。  

   ポリヤ分布 ：    







1

1

/1
 11

!

)(
)(

N

k

N
N

T kT
N

T
NP 

    (4.1式) 

           





1
1

2









       (4.2式) 

ここで、 

N ：竜巻の年発生数 

 ：竜巻の年平均発生数 

T ：年数 

 ：竜巻の年発生数の標準偏差 

 

評価対象とする建造物が 1つの竜巻に遭遇し、その竜巻の風速が Vo以上となる確率

を R(V0)とした時、T年以内にいずれかの竜巻に遭遇し Vo以上の竜巻風速に見舞われる

確率 )( ,0
DP TV  は、4.1 式から導き出された 4.3 式で表される。また、必要なハザード

曲線は、4.4式を 4.3式に代入することにより求めることができる。 

          /1 
0 , )(11)(

0


 TVRDP TV    (4.3式) 

ここで、 

    D  ：対象とする構造物が風速 V0以上の竜巻風速に遭遇する事象 

    R(V0)：リスクの評価対象とする構造物が 1つの竜巻に遭遇し、竜巻風速が V0以上

となる確率 

 

0

0
0

)(
)(

A

VDAE
VR 

        (4.4式) 

     DA(V0)：1個の竜巻の風速が Vo以上となる面積 

     E[DA(V0)]：DA(V0)の期待値 

     A0  ：リスクの評価対象とする地域の面積（竜巻検討地域の面積 38,895km2） 

   

  次に、面積期待値  )( 0VDAE の算出の仕方について説明する。 

  1個の竜巻の風速が Vo以上となる面積 DA(Vo)は 4.5式のように表される。 
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VoVi ;                                   0)(

VoVi ;     )(





VoDA

ABWGHLWLVoDA
  (4.5式) 

 

ここで、Wは竜巻の被害域幅、Lは被害域長さ、A、Bは構造物の寸法、Hと Gは竜巻

の被害域幅や長さ方向への構造物の投影長さである。 

4.5式の 4つの項が表す面積部分の概念図を図 4.8に示す。 

   ＷＬ（第 1項）＝①、 ＨＬ（第 2項）＝② 

   ＷＧ（第 3項）＝③、 ＡＢ（第 4項）＝④ 

 

       
図 4.8 竜巻被害エリアの定義(「原子力安全基盤機構委託成果」より) 

 

4.5式の右辺第 1項は、竜巻被害長さと竜巻被害幅の積で被害面積を表しており点構

造物に対する被害に対応する。第 2 項と第 3 項は、竜巻被害長さ・被害幅と構造物寸

法の積で構造物の被害面積を表す。第 4項は建物面積 ABに依存する項である。 

   上記から、竜巻風速、被害幅、被害長さの同時確率密度分布を用い、また、建物面積

を直径 Lの円形構造物として DA(V0)の期待値を表すと式(4.6)になる。  

② 

① 

④ 

③ 
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V：竜巻最大風速、ｗ：被害域幅、ｌ：被害域長さ 

α：竜巻の移動方向、ｆ(・)：確率密度分布 

   L：円形構造物の直径、 S:円形構造物の面積 

   w
V

V
VW

6.1/1

0

min
0 )( 








        

   ｗ：竜巻の被害域幅の観測値 

   Ｖmin：被害域幅ｗ内の最小竜巻風速  

 

  ここで、4.7 式は、竜巻被害幅のうち風速がＶ0 を超える部分の幅であり、この式によ

り、被害幅内の風速分布に応じて被害様相に分布があることが考慮されている。4.7式の

Ｖminは、gale intensity velocityと呼ばれ(Galeは「非常に強い風」という意味)、被

害が発生し始める風速に位置付けられる。米国の気象庁(National Weather  Service)で

は、34～47ノット(17.5～24.2m/s)とされている。また、日本の気象庁が使用している風

力階級では風力８が疾強風(Gale,17.2～20.7m/s)、風力９は大強風(Strong gale, 20.8

～24.4m/s)と分類されており、風力９では「屋根瓦が飛ぶ。人家に被害が出始める。」と

されている。以上を参考に、Ｖmin＝25m/s とした。この値はＦ０(17～32m/s)のほぼ中央

値に相当する。  

  また、 H(α)及び G(α)は構造物の投影長さであるが、竜巻影響エリアを円形で設定し

ていることから、直径 425ｍで一定（竜巻の移動方向に依存しない）となる。（補足説明

資料５．参照） 

  ABは先に説明したとおり建物面積 ABに依存する項であり、具体的には竜巻影響エリア

の面積を表す。 

  ここで、4.6式中の同時確率密度分布 fは、以下の 2変量及び 3変量の対数正規分布で

表される。 
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(4.8式) 

 

 

 

(4.6式) 

(4.7式) 
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           (4.9式) 

 

μ、σ、ρは ln(x)、 ln(y)、 ln(z)の平均値，標準偏差及び相関係数であり、（５）

で求めた竜巻風速、被害幅、被害長さの確率密度分布の平均値、標準偏差ならびに相

関係数を用いる。 

 

（８）ハザード曲線 

 竜巻影響エリアを 1km毎に刻んだエリアで求めるハザード曲線の評価条件は、以下のと 

おり。 

  ①各エリア内の通過竜巻を考慮する。 

  ②５km 以遠から進入する竜巻を考慮する。 

  ③相関係数を求める際の竜巻被害長さは、全長を用いる。 

 ④竜巻被害面積期待値を求める際の被害長さ、被害幅及び風速はエリア内のデータを 

用いる。 

  ⑤竜巻発生個数、被害幅及び被害長さについては、竜巻検討地域全域での評価と同様 

   に観測期間 51.5 年間の擬似データを作成し評価する。 

  ⑥風速、被害長さ、被害幅の確率密度分布等その他条件については、竜巻影響評価ガ 

イドに従う。 

 求めたエリア毎の竜巻発生個数等の計算条件を表 4.7 に示す。 

 

表 4.7 エリア毎のハザード曲線評価条件

発生数 風速 幅 長さ
(個) m/s m m U ～ W U ～ L W ～ L

平均値 3.845 30.1212 127.914 661.010
標準偏差 3.574 9.9000 153.044 507.026
平均値 2.369 30.7623 185.492 944.098

標準偏差 2.134 9.4415 174.304 1377.451
平均値 2.058 28.9670 179.811 790.000

標準偏差 1.594 8.6521 192.567 330.027
平均値 1.243 32.2813 214.063 880.625

標準偏差 0.948 9.4204 223.958 933.643
平均値 0.796 34.7561 395.122 1110.250

標準偏差 0.936 9.9907 257.373 416.989
平均値 9.670 28.6335 91.697 1511.950

標準偏差 5.360 8.6895 117.267 2244.919

竜巻検討地域
（1km毎の評価）

統計量
相関係数_LN（検討地域全域）

陸側 0～1km 0.0000 0.3013 0.4585

陸側 1～2km 0.0000 0.3013 0.4585

陸側 2～3km 0.0000 0.3013 0.4585

陸側 3～4km 0.0000 0.3013 0.4585

陸側 4～5km 0.0000 0.3013 0.4585

海側 0～-1km 0.0000 0.3013 0.4585
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   （７）までの検討及び表 4.7の評価条件から求めたハザード曲線の算定結果を、図 4.9

に示す。海側１ｋｍから５ｋｍの範囲については、Ｆスケール不明の竜巻しかないため、

ハザード曲線の評価ができなかった。このため、陸側５ｋｍから海側１ｋｍの範囲で１

ｋｍ毎に刻んだ６つのエリアと竜巻検討地域全域についてハザード曲線を求めた。結果、

図のとおり、海側０から１ｋｍのエリアのハザードが最も厳しくなり、年超過確率 10-5

に相当する竜巻風速 VB2は 65m/sとなった。 なお、ポアソン分布を用いたハザード曲線

においても同様の結果が得られている。  
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図 4.9 竜巻最大風速のハザード曲線（ )( ,0
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 1-30 

５．基準竜巻の最大風速(ＶB)の設定 

  これまでに評価した、竜巻の最大風速の結果は以下のとおり。 

  

（１）過去に発生した竜巻による最大風速(ＶB1)    ⇒  92m/s  

（２）竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速(ＶB2)⇒  65m/s  

  

  竜巻影響評価ガイドに従い、基準竜巻の最大風速(ＶB)はＶB1とＶB2のうち大きい方とし、

92m/sとする。 

 

 

 

   なお、４．で求めたハザード曲線より、基準竜巻の最大風速 92m/sの年超過確率を

求めると、約 1.4×10－７／年となる。  

 

基準竜巻の最大風速(ＶB)  ９２ｍ／ｓ 
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２．相関係数の算出及び検定方法について 

 

 

相関係数の算出及び相関係数の検定方法は、下記のとおりである。 

ⅰ）相関係数の算出 

 

 

 

   r  ：相関係数 

  )yy)(xx( ii
 ：資料 xと資料 yの共分散 

  2

i )xx(  ：資料 xの分散 

  2

i )yy(  ：資料 yの分散 

        ｘ，ｙ      ：地域区分（１６区分） 

        ｉ        ：総観場（２１種類） 

 

ⅱ）相関係数の検定方法（無相関検定） 

母集団の相関係数（ρ＝0）を帰無仮説として、相関係数ｒを用い

て以下の統計量を計算したとき、この値は自由度ｎ-2（ｎは標本数）

のｔ分布に従うことが知られている。 

 

 

 

有意水準αのときのｔ値をｔαとすれば、そのときの相関係数ｒαは

次式で与えられる。 

 

 

 

有意水準α＝0.01(1%)としたとき、ｒ＞ｒ0.01であれば、「母集団の

相関係数（ρ＝0）の仮説」が棄却され、危険率 1％で有意な相関があ

るといえる（無相関であるという仮説は棄却せざるを得ない）。 
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（1 式） 

（2 式） 

（3 式） 



3－1 

 

３．総観係数の分布図 

 

（１）相関の優位性が認められた地域の分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（北海道日本海側⇔北海道太平洋側）     （北海道日本海側⇔東北日本海側） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（北海道日本海側⇔北陸地方）     （北海道日本海側⇔近畿日本海側） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（北海道日本海側⇔山陰地方） 
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（２）相関の優位性が認められない地域の分布図 

 

 

 

 

 

 

 

（北海道日本海⇔オホーツク）  （北海道日本海⇔東北太平洋）  （北海道日本海⇔関東甲信） 

 

 

 

 

 

 

 

（北海道日本海⇔東海地方）  （北海道日本海⇔近畿太平洋）   （北海道日本海⇔山陽地方） 

 

 

 

 

 

 

 

（北海道日本海⇔四国地方）  （北海道日本海⇔九州北部）   （北海道日本海⇔九州南部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（北海道日本海⇔沖縄地方）  
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４．襟裳岬から東側の海岸線等における竜巻発生数 

 

 

  ・襟裳岬から知床半島までの海岸線における竜巻の発生実績 

番号 発生日時 発生場所 藤田スケール 

１ 1969/10/11 09:25 北海道根室支庁(海上) 不明 

 

  ・竜飛岬までの陸奥湾西側海岸線における竜巻の発生実績 

番号 発生日時 発生場所 藤田スケール 

１ 1966/10/05 16:02 青森県 青森市 ― 

     ※詳細な発生場所データがないことから、海岸線１０ｋｍ範囲での 

発生かどうか不明。 

 

（出典：気象庁 HP 竜巻等の突風データベース） 
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５．円形構造物に対する竜巻移動方向の依存性について 

 

 

 原子力発電所の竜巻影響評価ガイドでは、竜巻の移動方向を考慮するよう求

めている。 

竜巻移動方向と、竜巻風速、長さ、幅に相関がない場合には、竜巻の移動方向

をα、移動方向の確率分布を p(α)、建物寸法を A、B とすると、例えば、１個

の竜巻の風速が V0以上となる面積の期待値 E[DA(V0)]に関する式の、第２項内

の方向に関する項は、以下で与えられる。 

 

 

  


dpABdpH  )( )cos()sin( )()(

2

0

2

0

 

   (1 式) 

 

 ここで、建物を直径 D の円形構造物と考える。円形構造物の場合、被害域長

さ方向に沿った面への構造物の投影長さ H(α)は、次式で与えられる。 

 

 DH )(        (2 式) 

 

即ち、竜巻の移動方向によらず常に定数となる。従って、1 式も定数となり、竜

巻移動方向がどのような分布形でも方向依存性は生じない。これは、下記 3 式

より、移動方向の確率分布 p(α)を２πまで積分した場合に１となることから説

明できる。 

 DdpDdpH  




2

0

2

0

)( )()(      (3 式) 

 

以上のことは、E[DA(V0)]に関する式の第３項の G(α)についても成り立つ。 
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６．竜巻発生個数の補正方法の妥当性について 

 

  ハザード曲線の評価にあたっては、竜巻発生個数は、気象庁の各年代の調 

査業務の精度の違いを考慮し、各年代の発生数と観測期間を基に補正を行っ 

ている。補正結果を表１に示す。 

各年代の竜巻調査方法の特徴は以下のとおりであり、1991 年と 2007 年を

基点に２度にわたり竜巻等突風の評定の改善を図っている。このため、近年ス

ケールの小さい竜巻の観測精度が上がっている。これは、表１に示すとおり、

Ｆ０スケールの竜巻の約 90％が 2007 年以降に、また、Ｆ１スケールの竜巻の

約 60％が 1991 年以降に確認されていることからも類推される。 

 

【日本におけるこれまでの竜巻等突風の評定の改善】 

●1961～1990 年 

 ✔一定規模・被害以上の突風について収集 

 ✔被害のない海上竜巻は含まない 

●1991～2006 年 

 ✔竜巻等突風の発生に関する情報収集を強化 

 ✔被害のない海上竜巻も区別して収集 

●2007年以降 

 ✔竜巻等突風の現地調査を強化 

 ✔海上竜巻の確認数が格段に増加 

(出典：気象庁 竜巻等突風の強さの評定に関する検討会第１回資料) 

 

   

総数

F0 F1 F2 F3 （陸上） （海上） （含む不明）

期間内総数 90 30 47 13 0 5 111 206

平均値（年） 1.748 0.583 0.913 0.252 0 0.097 2.155 4

標準偏差（年） 2.526 2.003 1.02 0.522 0 0.359 5.87 7.687

期間内総数 60 30 27 3 0 5 110 175

平均値（年） 2.791 1.395 1.256 0.14 0 0.233 5.116 8.14

標準偏差（年） 3.467 2.956 1.124 0.356 0 0.535 8.341 10.683

期間内総数 32 26 6 0 0 0 93 125

平均値（年） 5.818 4.727 1.091 0 0 0 16.909 22.727

標準偏差（年） 6.087 4.814 1.337 0 0 0 10.661 14.7

期間内総数 322 244 65 13 0 0 871 1193

平均値（年） 6.252 4.727 1.256 0.252 0 0 16.909 23.165

標準偏差（年） 4.97 4.814 1.124 0.522 0 0 10.661 11.762

期間内総数 1195 905 241 49 0 0 0 0

平均値（年） 23.204 17.573 4.680 0.951 0 0 0 0

標準偏差（年） 9.567 9.265 2.163 1.004 0 0 0 0

2007～
2012/6

（5.5年間）

疑似

51.5年間
（全竜巻）

不　明

1991～

2012/6
（21.5年間）

疑似
51.5年間

（陸上竜巻）

発生数
の統計

竜巻検討地域
(沿岸±5km)

小計
竜巻スケール

1961～

2012/6
（51.5年間）

 

表１ 竜巻発生数の補正結果 
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  ここで、補正を全く行わない観測期間 51.5 年間の発生個数 90 個の竜巻の 

 データ(Ｆスケールがわかっているもののみ：表１の１段目のデータ)を用いて 

ハザート曲線を評価する。結果、先に述べたとおり観測精度の違いからＦ０、 

Ｆ１の小さなスケールの竜巻の個数が最近の観測結果を反映して評価されて 

おらず、Ｆスケールの大きい竜巻の割合が相対的に高い出現頻度を持つため、 

風速の大きい領域で年超過確率が大きく評価される。 
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図 1 発生個数 90 個で評価したハザード曲線 

  次に、観測精度の違いを考慮し、各観測年代(1961～2012 年、1991～2012 

年、2007～2012 年)の竜巻発生数と観測期間を基に補正を行った擬似発生 

数 322 個の竜巻データ(表 1 の４段目のデータ)を用いて評価したハザード 

曲線を図２に示す。なお、不明竜巻については按分補正していない。 

Ｆ０、Ｆ１の発生個数を補正したことから、風速の大きいエリアの年超 

  過確率が図１と比較し小さく評価されている。最近の観測精度の向上を考 

慮した評価という観点からは、図２の結果の方が実態に即しているものと 

考えられる。 
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図２ 擬似発生個数 322 個で評価したハザード曲線 
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   Ｆ０、Ｆ１スケールの竜巻発生個数の補正方法を以下に示す。 

   ①Ｆ０スケール竜巻の補正 

・先に述べたとおり観測精度の向上により、Ｆ０スケールの竜巻の約 

90％が 2007 年以降に確認されていると考えられる。このため、2007 

年以降の年平均発生数が現実に近いものと類推されることから、こ 

の期間の発生数と観測期間から補正する。 

（26 個×51.5 年/5.5 年≒244 個） 

   ②Ｆ１スケール竜巻の補正 

・Ｆ０スケールと同様の理由から、Ｆ１スケールの竜巻の約 60％が 

1991 年以降に確認されていると考えられる。このため、1991 年以 

降の年平均発生数が現実に近いものであると類推されることから、 

この期間の発生数と観測期間から補正する。 

（27 個×51.5 年/21.5 年≒65 個） 

   なお、Ｆ２スケール竜巻については、被害が大きく見逃されることが少 

  ないため、1961 年以降の全期間の発生数 13 個のままとする。 

 

   最後に、今回のハザード評価で行ったＦスケール不明の竜巻を按分補正し

た場合の、擬似発生数 1195 個の場合(表 1 の 5 段目のデータ)のハザード曲

線を図 3 に示す。補正にあたっては、最近の観測で著しく増加しているＦス

ケール不明の海上竜巻の発生数を、Ｆスケールが分かっている竜巻の比率で

按分した。具体的には、Ｆスケール不明の竜巻を、最近のＦスケール毎の陸

上竜巻の発生割合を用いて按分補正した。結果、表２に示すとおり、観測値

のみから評価したケースと比較し、年超過確率が 10-5オーダーでほぼ同程度

の竜巻風速を示している。以上より、当該ハザードを用いることは問題ない

ものと考えられる。 
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 図３ 擬似発生個数 1195 個で評価したハザード曲線 
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   表２に、各評価ケースにおける、各超過確率に対する風速を示す。 

 

竜巻検討地域 
超過確率（Polya)に対応する風速(m/s) 

1.E-05 1.E-06 1.E-07 1.E-08 

観測値のみ(不明補正無し） 54.1  75.3  94.6  110.9  

（疑似 322 個） 49.6  65.7  81.3  97.0  

（疑似 1195 個） 58.8  74.6  90.4  105.7  

表２ 各超過確率に対する風速(m/s) 
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７．竜巻集中地域の評価について 

 

  独立行政法人原子力安全基盤機構「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド 

（案）及び解説」においては、竜巻集中地域に原子力発電所が立地している 

場合、当該地域の竜巻の年発生頻度（単位面積当たりの年発生数）を調査し、 

総観スケールの気象条件から設定した地域の年発生頻度と比較し、発生頻度 

の高い方を竜巻検討地域とする、としている。 

泊発電所は、図１に示すように、竜巻集中地域に位置していることから、 

この地域の竜巻の年発生頻度を、今回、総観スケールの気象条件から設定し 

た竜巻検討地域の年発生頻度と比較する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 原子力安全基盤機構が示す泊発電所が位置する竜巻集中地域 

 

  竜巻集中地域と竜巻検討地域それぞれの、発生頻度を表１に示す。結果、 

両地域の竜巻発生頻度は同一と見なせる。このため、竜巻発生個数を多く確 

保できる、総観スケールの気象条件から設定した地域を竜巻検討地域とする 

ことは妥当であると判断される。 

 対象面積(km2) 竜巻発生個数(個) 

（観測期間 51.5 年） 

発生頻度(個/km2/年) 

竜巻集中地域 3,850 19 9.6×10-5 

竜巻検討地域 38,895 206 1.1×10-4 

表１ 竜巻集中地域及び竜巻検討地域の竜巻発生頻度の比較 

 

竜巻集中地域 
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８．ポアソン分布を用いたハザード曲線の評価 

 

  竜巻影響評価ガイドに、ＶB2算定の参考になるとされている「原子力安全 

基盤機構が東京工芸大学に委託した研究の成果」によれば、Wen and Chu が 

竜巻に遭遇しかつ竜巻風速がある値以上となる確率モデルの推定法を提案し、 

竜巻の発生がポアソン過程に従うと仮定した場合、竜巻の年発生数の確率分 

布はポアソン分布もしくはポリヤ分布に従うとしている。  

  原子力安全基盤機構の委託成果によれば、国内を対象とした竜巻発生個数 

の分布の適合性に関する検討結果としては、海上及び陸上竜巻ともポリヤ分 

布の方が優れているとしているが、比較を行うためにポアソン分布について 

もハザード曲線を評価した。 

評価は、陸側 5km から海側 1km までの 1km 刻みの６つのエリアと竜巻検討 

地域全域について実施した。評価結果を図２に示す。 
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超
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図２ ポアソン分布によるハザード曲線 

 

  上記ハザード曲線から求めた、各エリアの年超過確率 10-5/年における竜巻

風速を表３に示す。合わせて、ポリヤ分布のハザード曲線から求めた、竜巻

風速についても記載する。結果、ポアソン分布及びポリア分布とも有効数字

２桁目を切り捨てた値であるが、両者とも同じ評価値となった。 
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表３ 年超過確率 10-5/年の場合の竜巻風速 

竜巻検討地域 

竜巻風速(m/s) 

年超過確率 1.E-05 

ポリア分布 ポアソン分布 

±５km 範囲内 58.7  58.7  

陸側 0～1km 58.1  58.1  

陸側 1～2km 57.9  57.9  

陸側 2～3km 49.4  49.4  

陸側 3～4km 53.7  53.7  

陸側 4～5km 54.6  54.6  

海側 0～1km 64.4  64.4  
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９．地形効果による竜巻風速の増幅について 

 

１．はじめに 

設計竜巻の設定にあたっては，丘陵等による地形効果によって竜巻が増幅する可能性があると考え

られることから，原子力発電所が立地する地域において，設計対象施設の周辺地形等によって竜巻が

増幅される可能性について検討を行い，その検討結果に基づいて設計竜巻の最大風速を設定すること

とされている。 

これを踏まえ，泊発電所における地形効果による竜巻風速の増幅の可能性について検討する。 

 

２．泊発電所周辺の地形 

泊発電所周辺の地形図を第 9－1図に示す。 

泊発電所敷地の形状は，おおむね半円状であり，敷地前面（北西～南西方向）は日本海に面し，背

後は積丹半島中央部の山嶺に続く標高 40mから 130m の丘陵地である。 

 

第 9－1図 泊発電所周辺地形図 

 

130m 

100m 
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３．泊発電所における地形効果による竜巻風速の増幅の可能性 

（１）地形効果に関する既往の知見 

地形効果による竜巻及び風速の増幅に関する知見として以下のものがある。 

 

① 建築物荷重指針・同解説※１ 

傾斜地や尾根状地形を風が流れるとき，傾斜地や尾根状地形の風上側では，風は傾斜地や尾根

状地形によってせき止められ，平均風速は平坦な地形上よりも小さくなるが，風は斜面を上がる

につれて加速するため，斜面の中程よりも上の地表面付近の平均風速は平坦な地形よりも大きく

なるとしている。 

 

② 佐々ほか（2007）※２ 

2006年 11月 7 日に北海道佐呂間町で発生した竜巻の地形効果に関する模型実験を行っており，

この竜巻の発生には，南西側丘陵の存在と，南風や西からのガスト（突風）に伴い生じた正の鉛

直渦度が上昇気流により伸張されて発達したものであるとしている。 

 

③ Forbes（1998）※３ 

米国で発生した竜巻に関する被害調査を行い，地形による影響を以下のとおり整理している。 

・竜巻による被害の痕跡は下り斜面で幅が狭まるとともに強さが増すことが，たびたび確認さ

れている。 

・たまに，非常に強い旋回が下り斜面や山のふもとの特定の地点で生じる。 

・上り斜面で竜巻の強度は弱められる。 

・しばしば，強い竜巻のコアが後ろに続く高台の上に再出現する。 

 

④ Lewellen（2012）※４ 

竜巻における地形効果を把握するため，山及び谷を単純モデル化したシミュレーションを行い，

地形による影響を以下のとおり整理している。 

・上り斜面で渦の強度が増し，下り斜面で渦の強度が弱まる。 

・尾根の頂部で強い痕跡が渦の再構成に伴って現れる傾向を示す。 

 

⑤ Selvam et al.(2013）※５ 

米国で発生した竜巻に関する被害調査を行い，地形による影響を以下のとおり整理している。 

・上り斜面ではより大きな被害をもたらし，下り斜面では被害が少ない。 

・竜巻は，標高の低い所よりも，高い場所へと移動する傾向にある。 

・丘に囲まれた場所では被害が小さい，もしくは，ないことが認められるが，周辺の丘の上で

は被害が大きい。 

 

上記のとおり様々な知見が存在しており，地形効果による竜巻風速の増幅についても，上り斜面及

び下り斜面で竜巻の強度が弱まる場合と増す場合の両方の知見がみられる。 
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（２）泊発電所の竜巻検討地域における竜巻の移動方向 

泊発電所の竜巻検討地域における過去の発生竜巻について，移動方向の傾向を整理した。 

観測されている発生竜巻の実績は全 206個であり，そのうち 143個の竜巻について移動方向が判明

しており，これらを整理した結果を第 9－1表及び第 9－2図に示す。 

その結果，東側方向に向けて移動する竜巻が大半を占めており，北東～南東までの範囲に 121個が

集中している。これは全個数のおよそ 85%である。 

特に，泊発電所が位置する北海道後志支庁沿岸部の発生竜巻については，全て東側（北東～南東ま

での範囲）方向への移動が確認されている。 

これらを踏まえると，泊発電所における竜巻の到来方向の傾向としては，海側から進入してくる可

能性が高く，山側から進入してくる可能性は低いと考えられる。 

 

 

 

第 9－1表 移動方向別の竜巻発生個数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 9－2図 移動方向別の竜巻発生個数 
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４．まとめ 

竜巻が傾斜地を通過する場合には風速が増幅する可能性があるものの，泊発電所は背後に急峻な傾

斜地をもつ地形に立地しており，海側から進入する竜巻については，発電所を含む敷地が平坦なため

地形効果による風速の増幅条件には当てはまらないものと考えられる。 

また，竜巻が山側から進入した場合には，泊発電所背後の傾斜地を竜巻が下ってくることにより竜

巻風速が増幅する可能性はあるものの，泊発電所で考えられる到来方向の傾向を踏まえると山側から

進入する可能性は低いと考えられる。 

以上より，泊発電所では地形による影響は小さいことから，風速の割り増しは行わない。 

なお，念のため地形効果による竜巻風速の増幅特性については，数値シミュレーションにより確認

する計画としている。 

 

 

※１：建築物荷重指針・同解説，日本建築学会，2004 

※２：佐々浩司・山下賢介，佐呂間竜巻の地形効果に関する模擬実験，日本気象学会大会講演予稿集 92号，2007 

※３：Forbes, G. S.，Topographic Influences on Tornadoes in Pennsylvania，19th Conference on Severe Local Storms, 

American Meteorological Society, Sep.14-18，1998 

※４：Lewellen, D. C.，Effects of Topography on Tornado Dynamics: A Simulation Study, 26th Conference on Severe 

Local Storms, American Meteorological Society, Nov. 5-8，2012 

※５：Selvam R. P. and Ahmed, N.，The Effect of Terrain Elevation on Tornado Path，The 12th Americas Conference 

on Wind Engineering (12AVWE), June 16-20，2013 
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１０．竜巻防護施設の評価対象施設の抽出について 

 

（１）抽出方法について 

「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド」において、竜巻防護施設は「基準地震動及び耐震

設計方針に係る審査ガイド」の重要度分類における耐震 Sクラスの設計を要求される設備（系

統・機器）及び建屋・構築物等とされている。また、同ガイドの解説 2.1 では、竜巻防護施

設の外殻となる施設等（竜巻防護施設を内包する建屋・構築物等）による防護機能によって、

設計竜巻による影響を受けないことが確認された施設については、設計対象から除外できる

旨記載されていることを踏まえ、竜巻防護施設の評価対象施設については、以下のフローに

基づき抽出している。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」

第６条において、「安全施設は、想定される自然現象（地震及び津波を除く）が発生した場合

においても安全機能を損なわないものでなければならない。」とされていることから、クラス

１，２に属する構築物、系統および機器も竜巻防護施設とする。 

クラス１，２に属する構築物、系統および機器を加えて上記フローに従い評価対象施設を

抽出した結果、「新燃料貯蔵庫」および「燃料取扱設備」が加えられることとなる。 

 

Step1 

＜竜巻防護施設＞  

 耐震 S クラスの設計を要求される設備(系

統・機器)および建物・構築物等を抽出  

＜評価対象施設＞  

■建物・構築物等  

・原子炉建屋（R/B) 

・原子炉補助建屋（A/B）  

・ディーゼル発電機建屋（DG/B）  

 

■換気空調設備  

・アニュラス空気浄化系  

・中央制御室空調系  

評価対象外 

外殻となる施設等による防護機能

によって設計竜巻による影響を受

けないことが確認された設備  

 

建物・構築物等 設備（系統・機器） 

Step2,3 

No 

Yes 

■設備（系統・機器）  

・原子炉補機冷却海水ポンプ  

・排気筒  

・ディーゼル機関 

・ディーゼル機関用蓄熱室加熱器  

・配管およびろ過装置 （原子炉補機

冷却海水系統） 

・配管（主蒸気系統、主給水系統、

制御用空気圧縮系統）  

・使用済燃料ピット（使用済燃料ラ

ック含む） 
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具体的には、次の Stepにて評価対象施設を抽出しており、抽出結果を別紙－１に示す。 

Step1：工事計画認可申請書（新規制基準で工認対象に変更となった設備を含む）の耐震

重要度分類より耐震 S クラスの設備およびこれらの間接支持構造物（建屋）を抽

出 

 

Step2：上記 Step1で抽出した設備の設置場所を確認 

 

Step3：上記 Step1 で抽出した設備のうち、設置建屋等による防護機能によって設計竜巻

による影響を受けないことが確認された設備を評価対象施設から除外 

 

なお、配管・弁の支持構造物については、以下の理由により、設計竜巻に対して構造健全

性は維持されることから、評価対象施設としては抽出していない。 

・ 設計竜巻と地震による発生応力（配管に発生する応力）を比較した結果、一部の小口

径配管を除き、設計竜巻による発生応力は地震による発生応力以下であった。 

・ 上記から設計竜巻による反力（支持構造物に作用する反力）は地震による反力よりも

小さくなる。 

・ 支持構造物は地震による反力を考慮して設計されているため、設計竜巻による反力に

対して構造健全性は維持される。 

・ 一部の小口径配管においては、設計竜巻による発生応力が地震による発生応力より大

きくなったが、発生応力のオーダーに大きな差はないことから、支持構造物は設計竜

巻による反力に対して十分な強度を有している。 

 

（２）重大事故等対処設備の取り扱いについて 

重大事故等対処設備については、「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設

備の基準に関する規則」の規定（下記）から、竜巻防護施設には当たらないが、「実用発電用

原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」第 6 条第 1 項に

「第 6条は、設計基準において想定される自然現象（地震及び津波を除く。）に対して、安全

施設が安全機能を損なわないために必要な安全施設以外の施設又は設備等（重大事故等対処

設備を含む。）への措置を含む。」旨規定されているため、設計飛来物による影響評価にあた

っては、重大事故等対処設備も想定飛来物として抽出し、設計飛来物の設定を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（抜粋）＞ 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第六条 安全施設は、想定される自然現象（地震及び津波を除く。次項において同じ。）が発

生した場合においても安全機能を損なわないものでなければならない。 

 

第二条 この規則において使用する用語は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関

する法律（以下「法」という。）において使用する用語の例による。 

２ この規則において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

八 「安全施設」とは、設計基準対象施設のうち、安全機能を有するものをいう。 



別紙－１

１．抽出方法
次のStepにて評価対象施設を抽出した。
　Step1：工事計画認可申請書（新規制基準で工認対象に変更となった設備を含む）の耐震重要度分類より耐震Sクラスの設備およびこれらの間接支持構造物（建屋）を抽出
　Step2：上記Step1で抽出された設備の設置場所を確認
　Step3：上記Step1で抽出した設備のうち、設置建屋等による防護機能によって設計竜巻による影響を受けないことが確認された設備を評価対象施設から除外

２．抽出結果
（１）建屋・構築物等（Step1）
①R/B（O/S、E/B、FH/B）
②A/B
③DG/B

（２）設備（系統・機器）
第1回工認 Step1

O/S（C/V） O/S以外
原子力設備
1.原子炉冷却系統設備
　（1）冷却材貯蔵槽 燃料取替用水ピット ✓ ✓ 可 ① ×
2.燃料設備
　（1）燃料取扱設備 なし
　（2）使用済燃料貯蔵設備 使用済燃料ピット ✓ ✓ 否 ⑨ ○
3.蒸気タービン
　（1）蒸気タービンに附属する給水設備 補助給水ピット ✓ ✓ 可 ① ×

第2回工認 Step1

O/S（C/V） O/S以外
原子力設備
1.原子炉冷却系統設備

原子炉補機冷却海水ポンプ ✓ ✓ 否 ② ○
原子炉補機冷却水冷却器海水入口ストレーナ ✓ ✓ 可 ① ×
原子炉補機冷却海水ポンプ出口ストレーナ ✓ ✓ 否 ② ○

✓ ✓ 可 ① ×
✓ ✓ 否 ② ○

弁 ✓ ✓ 可 ① ×
2.放射線管理設備
　（1）生体遮へい装置 中央制御室遮へい ✓ ✓ 可 ① ×
3.廃棄設備
　（1）廃棄物貯蔵設備
　　　a.固体廃棄物貯蔵設備 なし
　（2）廃棄物処理設備
　　　a.気体廃棄物処理設備 なし

配管 ✓ ✓ 可 ① ×
弁 ✓ ✓ 可 ① ×

　　　ｃ.固体廃棄物処理設備 なし
　　　ｄ.堰その他の設備 なし
　　　e.漏えいの検出装置及び自動警報装置 なし

第4回工認 Step1

O/S（C/V） O/S以外
原子力設備
1.原子炉本体
　（1）原子炉容器 原子炉容器支持構造物 ✓ ✓ 可 ① ×
2.原子炉冷却系統設備

配管 ✓ ✓ 否 ⑧ ○
弁 ✓ ✓ 否 ⑧ ○
余熱除去冷却器 ✓ ✓ 可 ① ×
余熱除去ポンプ ✓ ✓ 可 ① ×
配管 ✓ ✓ ✓ 可 ① ×
弁 ✓ ✓ ✓ 可 ① ×
高圧注入ポンプ ✓ ✓ 可 ① ×
ほう酸注入タンク ✓ ✓ 可 ① ×
格納容器再循環サンプ ✓ ✓ 可 ① ×
配管 ✓ ✓ ✓ 可 ① ×
弁 ✓ ✓ ✓ 可 ① ×
充てんポンプ ✓ ✓ 可 ① ×
封水注入フィルタ ✓ ✓ 可 ① ×
配管 ✓ ✓ ✓ 可 ① ×
弁 ✓ ✓ ✓ 可 ① ×
原子炉補機冷却水冷却器 ✓ ✓ 可 ① ×
原子炉補機冷却水ポンプ ✓ ✓ 可 ① ×
原子炉補機冷却水サージタンク ✓ ✓ 可 ① ×
配管 ✓ ✓ ✓ 可 ① ×
弁 ✓ ✓ 可 ① ×

3.燃料設備
　（1）燃料取扱設備 なし
　（2）使用済燃料貯蔵槽冷却浄化設備 配管 ✓ ✓ 可 ① ×
4.放射線管理設備
　（1）生体遮へい装置 なし
5.廃棄設備
　（1）廃棄物処理設備
　　　a.1次冷却設備 なし

配管 ✓ ✓ 可 ① ×
弁 ✓ ✓ 可 ① ×

　　　c.固体廃棄物処理設備 なし
6.原子炉格納施設

原子炉格納容器 ✓ ✓ 可 ① ×
機器搬入口 ✓ ✓ 可 ① ×
エアロック ✓ ✓ 可 ① ×
伸縮式配管貫通部 ✓ ✓ 可 ① ×
固定式配管貫通部 ✓ ✓ 可 ① ×
電線貫通部 ✓ ✓ 可 ① ×

　（2）二次格納施設 アニュラスシール ✓ ✓ 可 ① ×
【凡例】
R/B：原子炉建屋、O/S：外部しゃへい建屋、A/B：原子炉補助建屋、DG/B：ディーゼル発電機建屋、CWP/B：循環水ポンプ建屋
【考え方】

⑧当該設備が設置されている建屋は鉄筋コンクリート造であり、設計竜巻による複合荷重に対して構造健全性は維持されるが、当該設備が設置されている区画のブローアウトパネルは気圧差により開放され、かつ
設計飛来物は貫通することが想定されることから、当該設備は設計竜巻による影響を受けるため除外不可。

R/B
A/B DG/B

（塔屋部）
DG/B

－

CWP/B
評価対象施設

竜巻防護施設の評価対象施設の抽出結果

Step3

設備名称 Sクラス設備 屋内 屋外 除外可否

－

Sクラス設備 屋内 屋外

Step3

DG/B
（塔屋部）

CWP/B その他

－

－

－

　（4）化学体積制御設備

　（5）原子炉補機冷却水設備

設備名称

－

Step2

Step2

評価対象施設

考え方

評価対象施設R/B
A/B DG/B

配管
　（１）原子炉補機冷却海水設備

Step3

　　　ｂ.液体廃棄物処理設備

①当該設備が設置されている建屋は鉄筋コンクリート造であり、設計竜巻による複合荷重に対して構造健全性は維持され、かつ設計飛来物は貫通しないとの結果が得られたことから、当該設備は設計竜巻による
影響は受けないため除外する。

R/B
屋内設置の場合（具体的な設置建屋等）

A/B DG/B
除外可否 考え方

DG/B
（塔屋部）

CWP/B

　（3）非常用炉心冷却設備

－

設備名称 Sクラス設備

Step2

屋内 屋外 除外可否 考え方

屋内設置の場合（具体的な設置建屋等）

その他

屋内設置の場合（具体的な設置建屋等）

－

その他

②当該設備が設置されている建屋は鉄骨造であり、設計竜巻により外装材等は損傷することも考えられ、かつ設計飛来物は天井および外壁を貫通することが想定されることから、当該設備は設計竜巻による影響を
受けるため除外不可。

　（1）主蒸気・主給水設備

　（2）余熱除去設備

　　　b.液体廃棄物処理設備

－

－

⑨当該設備が設置されている建屋は鉄筋コンクリート造であり、設計竜巻による複合荷重に対して構造健全性は維持されるが、上屋（燃料取扱棟）は鉄骨造であり、設計飛来物の進入が想定されることから、当該
設備は設計竜巻（設計飛来物）による影響を受けるため除外不可。

　（1）原子炉格納容器
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第4回工認 Step1

O/S（C/V） O/S以外
　（3）圧力低減設備
　　　 その他の安全設備

格納容器スプレイ冷却器 ✓ ✓ 可 ① ×
格納容器スプレイポンプ ✓ ✓ 可 ① ×
よう素除去薬品タンク ✓ ✓ 可 ① ×
pH調整剤貯蔵タンク ✓ ✓ 可 ① ×
配管 ✓ ✓ ✓ ✓ 可 ① ×
弁 ✓ ✓ ✓ ✓ 可 ① ×

　　　b.真空逃がし装置 真空逃がし装置 ✓ ✓ 可 ① ×
配管 ✓ ✓ ✓ 可 ① ×
弁 ✓ ✓ ✓ 可 ① ×

第5回工認 Step1

O/S（C/V） O/S以外
原子力設備
1.原子炉本体
　（1）炉心 炉心支持構造物 ✓ ✓ 可 ① ×

原子炉容器 ✓ ✓ 可 ① ×
原子炉容器内部構造物のうち制御棒クラスタ案内管 ✓ ✓ 可 ① ×
原子炉容器内部構造物 ✓ ✓ 可 ① ×
熱遮へい材 ✓ ✓ 可 ① ×

2.原子炉冷却系統設備
蒸気発生器 ✓ ✓ 可 ① ×
1次冷却材ポンプ ✓ ✓ 可 ① ×
加圧器 ✓ ✓ 可 ① ×
加圧器ヒータ ✓ ✓ 可 ① ×
配管 ✓ ✓ 可 ① ×
弁 ✓ ✓ 可 ① ×

　（2）主蒸気・主給水設備 配管 ✓ ✓ 可 ① ×
配管 ✓ ✓ 可 ① ×
弁 ✓ ✓ 可 ① ×
蓄圧タンク ✓ ✓ 可 ① ×
配管 ✓ ✓ 可 ① ×
弁 ✓ ✓ 可 ① ×
再生熱交換器 ✓ ✓ 可 ① ×
配管 ✓ ✓ 可 ① ×
弁 ✓ ✓ 可 ① ×
配管 ✓ ✓ 可 ① ×
弁 ✓ ✓ 可 ① ×

　（7）原子炉補機冷却海水設備 配管 ✓ ✓ ✓ 可 ① ×
　（8）原子炉格納容器内の一次冷却材の漏え
いを監視する装置

なし

3.計測制御系統設備
制御棒クラスタ ✓ ✓ 可 ① ×
バーナブルポイズン ✓ ✓ 可 ① ×

　（2）制御棒駆動装置 制御棒駆動装置 ✓ ✓ 可 ① ×
ほう酸ポンプ ✓ ✓ 可 ① ×
ほう酸タンク ✓ ✓ 可 ① ×
ほう酸フィルタ ✓ ✓ 可 ① ×
配管 ✓ ✓ 可 ① ×
運転コンソール ✓ ✓ 可 ① ×
安全系ＦＤＰプロセッサ ✓ ✓ 可 ① ×
安全系マルチプレクサ ✓ ✓ 可 ① ×
原子炉安全保護盤 ✓ ✓ 可 ① ×
工学的安全施設作動盤 ✓ ✓ 可 ① ×
原子炉トリップ遮断器盤 ✓ ✓ 可 ① ×
安全系現場制御監視盤 ✓ ✓ 可 ① ×
1次冷却材圧力検出器 ✓ ✓ 可 ① ×
1次冷却材温度（広域）（高温側）検出器 ✓ ✓ 可 ① ×
1次冷却材温度（広域）（低温側）検出器 ✓ ✓ 可 ① ×
加圧器水位検出器 ✓ ✓ 可 ① ×
蒸気発生器水位（広域）検出器 ✓ ✓ 可 ① ×
蒸気発生器水位（狭域）検出器 ✓ ✓ 可 ① ×
主蒸気ライン圧力検出器 ✓ ✓ 可 ① ×
水平方向加速度検出器 ✓ ✓ 可 ① ×
鉛直方向加速度検出器 ✓ ✓ 可 ① ×
原子炉安全保護盤（炉外核計装信号処理部） ✓ ✓ 可 ① ×
1次冷却材ポンプ母線計測盤 ✓ ✓ 可 ① ×
炉外核計側装置（中性子源領域中性子束検出器） ✓ ✓ 可 ① ×
炉外核計側装置（中間領域中性子束検出器） ✓ ✓ 可 ① ×
炉外核計側装置（出力領域中性子束検出器） ✓ ✓ 可 ① ×
1次冷却材温度（狭域）（高温側）検出器 ✓ ✓ 可 ① ×
1次冷却材温度（狭域）（低温側）検出器 ✓ ✓ 可 ① ×
1次冷却材流量検出器 ✓ ✓ 可 ① ×
加圧器圧力検出器 ✓ ✓ 可 ① ×
格納容器圧力検出器 ✓ ✓ 可 ① ×
制御用空気圧縮装置制御用空気圧縮機 ✓ ✓ 可 ① ×
制御用空気圧縮装置制御用空気だめ ✓ ✓ 可 ① ×
制御用空気除湿装置除湿塔 ✓ ✓ 可 ① ×

✓ ✓ 否 ⑧ ○
✓ ✓ ✓ 可 ① ×

弁 ✓ ✓ ✓ ✓ 可 ① ×
4.廃棄設備
　（1）気体、液体又は固体廃棄物処理設備
　　　a.液体廃棄物処理設備 なし
附帯設備
1.非常用予備発電装置

ディーゼル機関 ✓ ✓ 否 ⑩ ○

（蓄熱室加熱器）※ ✓ ✓ 否 ③ ○
ディーゼル発電機空気だめ ✓ ✓ 可 ① ×
弁 ✓ ✓ 可 ① ×
ディーゼル発電機燃料油サービスタンク ✓ ✓ 可 ① ×
ディーゼル発電機 ✓ ✓ 可 ① ×
ディーゼル発電機励磁装置 ✓ ✓ 可 ① ×
ディーゼル発電機保護継電器 ✓ ✓ 可 ① ×

※：寒冷地におけるディーゼル機関の急速始動対策として、吸入空気加温用の蓄熱室加熱器が設置されており、当該加熱器は耐震Sクラス設備であることから、当該加熱器も含めて検討した。

第6回工認 Step1

O/S（C/V） O/S以外
原子力設備
1.蒸気タービン なし

【凡例】
R/B：原子炉建屋、O/S：外部しゃへい建屋、A/B：原子炉補助建屋、DG/B：ディーゼル発電機建屋、CWP/B：循環水ポンプ建屋
【考え方】

⑩当該設備が設置されている建屋は鉄筋コンクリート造であり、設計竜巻による複合荷重に対して構造健全性は維持されるが、設計飛来物は当該設備が設置されている区画の排気フードを貫通することが想定さ
れることから、当該設備は設計竜巻（設計飛来物）による影響を受けるため除外不可。

－

　（5）制御用空気設備

　（1）制御材

　（4）計測装置

配管

⑧当該設備が設置されている建屋は鉄筋コンクリート造であり、設計竜巻による複合荷重に対して構造健全性は維持されるが、当該設備が設置されている区画のブローアウトパネルは気圧差により開放され、かつ
設計飛来物は貫通することが想定されることから、当該設備は設計竜巻による影響を受けるため除外不可。

Step2 Step3

設備名称 Sクラス設備 屋内 屋外
屋内設置の場合（具体的な設置建屋等）

除外可否 考え方 評価対象施設

Step3

その他

－

　（3）余熱除去設備

　（2）原子炉容器

　（3）ほう酸注入機能を有する設備

CWP/BDG/B
（塔屋部）

R/B 評価対象施設

①当該設備が設置されている建屋は鉄筋コンクリート造であり、設計竜巻による複合荷重に対して構造健全性は維持され、かつ設計飛来物は貫通しないとの結果が得られたことから、当該設備は設計竜巻による
影響は受けないため除外する。

　（5）化学体積制御設備

屋外

Step2
屋内設置の場合（具体的な設置建屋等）

その他A/B DG/B
除外可否 考え方設備名称 Sクラス設備 屋内

DG/B
（塔屋部）

　（6）原子炉補機冷却水設備

R/B
A/B DG/B CWP/B その他

DG/B
（塔屋部）

CWP/B

③当該設備はディーゼル発電機建屋の塔屋部に設置されている。ディーゼル発電機建屋は鉄筋コンクリート造であるため、設計竜巻による複合荷重に対して構造健全性は維持されるが、設計飛来物は塔屋部の外
壁を貫通するとの結果が得られたことから、当該設備は設計竜巻（設計飛来物）による影響を受けるため除外不可。

　　　a.格納容器スプレイ設備

　　　c.圧力逃がし装置

Step2 Step3

設備名称 Sクラス設備 屋内 屋外
屋内設置の場合（具体的な設置建屋等）

除外可否

－

考え方 評価対象施設R/B
A/B DG/B

　（1）一次冷却材の循環設備

　（4）非常用炉心冷却設備

　（1）非常用ディーゼル発電設備
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第7回工認 Step1

O/S（C/V） O/S以外
原子力設備
1.燃料設備
　（1）燃料取扱設備 なし
　（2）新燃料貯蔵設備 なし

使用済燃料ラック ✓ ✓ 否 ④ ○
破損燃料保管容器ラック ✓ ✓ 否 ④ ○
燃料取替用水ポンプ ✓ ✓ 可 ① ×
配管 ✓ ✓ 可 ① ×

2.放射線管理設備
　（1）放射線管理用計測装置 原子炉安全保護盤（放射線監視設備信号処理部） ✓ ✓ 可 ① ×
　　　a.プロセスモニタリング設備 なし

格納容器高レンジエリアモニタ（低レンジ） ✓ ✓ 可 ① ×
格納容器高レンジエリアモニタ（高レンジ） ✓ ✓ 可 ① ×
中央制御室給気ファン ✓ ✓ 否 ⑤ ○
中央制御室循環ファン ✓ ✓ 否 ⑤ ○
中央制御室非常用循環ファン ✓ ✓ 否 ⑤ ○
アニュラス空気浄化ファン ✓ ✓ 否 ⑤ ○
中央制御室非常用循環フィルタユニット ✓ ✓ 否 ⑤ ○
アニュラス空気浄化フィルタユニット ✓ ✓ 否 ⑤ ○
配管 ✓ ✓ 否 ⑤ ○
弁 ✓ ✓ 否 ⑤ ○

3.排気筒
✓ ✓ 否 ⑤ ○

✓ 否 ⑥ ○
4.蒸気タービン
　（1）蒸気タービンに附属する管等 配管 ✓ ✓ 可 ① ×

第8回工認 Step1

O/S（C/V） O/S以外
原子力設備
1.蒸気タービン
　（1）蒸気タービンに附属する熱交換器 なし

タービン動補助給水ポンプ ✓ ✓ 可 ① ×
電動補助給水ポンプ ✓ ✓ 可 ① ×

　（3）蒸気タービンに附属する管等 配管 ✓ ✓ 否 ⑧ ○
附帯設備
1.非常用予備発電装置
　（1）その他の電源装置
　　　a.無停電電源装置 計装用インバータ ✓ ✓ 可 ① ×
　　　ｂ.蓄電池 蓄電池 ✓ ✓ 可 ① ×

新規制基準で工認対象に変更となった設備 Step1

O/S（C/V） O/S以外
ディーゼル発電機燃料油貯油槽 ✓ ✓ 可 ⑦ ×

✓ ✓ 可 ⑦ ×
✓ ✓ 可 ① ×

【凡例】
R/B：原子炉建屋、O/S：外部しゃへい建屋、A/B：原子炉補助建屋、DG/B：ディーゼル発電機建屋、CWP/B：循環水ポンプ建屋
【考え方】

⑥当該設備は屋外に設置されており、設計竜巻による影響を受けることから除外不可。

以上より当該設備は設計竜巻による影響は受けないと考えるため除外する。

④当該設備が設置されている建屋は鉄筋コンクリート造であり、設計竜巻による複合荷重に対して構造健全性は維持されるが、上屋（燃料取扱棟）は鉄骨造であり、設計飛来物の進入が想定されることから、当該
設備は設計竜巻（設計飛来物）による影響を受けるため除外不可。（当該設備に貯蔵される燃料集合体を含む）

設備名称 Sクラス設備

　（2）蒸気タービンに附属する給水ポンプ及び
貯水設備並びに給水処理設備

A/B

　　　ｂ.エリアモニタリング設備

設備名称 Sクラス設備 屋内 屋外 除外可否 考え方

DG/B
（塔屋部）

CWP/B

屋内

DG/B

①当該設備が設置されている建屋は鉄筋コンクリート造であり、設計竜巻による複合荷重に対して構造健全性は維持され、かつ設計飛来物は貫通しないとの結果が得られたことから、当該設備は設計竜巻による
影響は受けないため除外する。

R/B
その他

⑦ディーゼル発電機燃料油貯油槽は地下に埋設されたコンクリート躯体の中に設置されており、躯体上部のコンクリート厚さは70cmである。また、配管はトレンチ内に敷設されているが、トレンチ上部には厚さ27cm
のコンクリート蓋があり、いずれのコンクリートも設計飛来物が貫通しないコンクリートの必要最小厚さ（設計飛来物の中で必要最小厚さが最も厚い鋼製材で21cm（鉛直）必要）以上の厚さが確保されていることから、
設計飛来物は貫通しない結果となった。

その他発電用原子炉の附属施設

－

⑤当該設備が設置されている建屋は鉄筋コンクリート造であり、設計竜巻による複合荷重に対して構造健全性は維持され、かつ設計飛来物は貫通しないとの結果が得られているが、当該設備を含めた換気空調系
等は外気と繋がっているため、設計竜巻（気圧差）による影響を受けるため除外不可。（換気設備については、アニュラス空気浄化系および中央制御室空調系として評価する）

考え方 評価対象施設R/B
A/B DG/B その他

屋内設置の場合（具体的な設置建屋等）
Step2

Step3

Step3

Step3

除外可否

屋外

－

配管

評価対象施設R/B
A/B DG/B

Step2

評価対象施設

Sクラス設備

　（1）排気筒

　（2）換気設備

排気筒

除外可否 考え方
その他

Step2

設備名称

屋内 屋外

DG/B
（塔屋部）

CWP/B

DG/B
（塔屋部）

CWP/B

屋内設置の場合（具体的な設置建屋等）

屋内設置の場合（具体的な設置建屋等）

⑧当該設備が設置されている建屋は鉄筋コンクリート造であり、設計竜巻による複合荷重に対して構造健全性は維持されるが、当該設備が設置されている区画のブローアウトパネルは気圧差により開放され、かつ
設計飛来物は貫通することが想定されることから、当該設備は設計竜巻による影響を受けるため除外不可。

－
－

　（3）使用済燃料貯蔵設備

　（4）燃料取替用水設備
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１１．竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設の抽出について 

 

（１）抽出方法について 

「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド」において、竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得

る施設は「当該施設の破損等により竜巻防護施設に波及的影響を及ぼして安全機能を喪失さ

せる可能性が否定できない施設、又はその施設の特定の区画（竜巻防護施設を内包する区画）」

とされていることを踏まえ、竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設（評価対象施設）

については、以下のフローに基づき抽出している。 

   

 

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的には、次の Step にて竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設を抽出しており、

抽出結果を別紙－１，２に示す。 

Step1-1：竜巻防護施設（耐震 Sクラス設備）を内包している竜巻防護施設以外の建屋お

よび竜巻防護施設（建屋）に隣接している建屋を抽出※1 

 

※1：設計竜巻により建屋は倒壊することが考えられるため、竜巻防護施設に波

及的影響を及ぼす可能性のある施設として当該建屋を抽出した。 

 

Step4 

Step1-2 

＜評価対象施設＞ 

 

外殻となる施設等による防護機能

によって設計竜巻による影響を受

けないことが確認された設備  

Step2,3 

Yes 

No 

Step1-1 

＜建物・構築物等＞ 

・竜巻防護施設（設備）を内包してい

る竜巻防護施設以外の建物・構築物

等 

・竜巻防護施設に隣接している建物・

構築物等 

＜設備（系統・機器）＞ 

・耐震 B,Cクラスの設備 

・竜巻防護施設に接続されている屋外

設備 

設計竜巻による破損により竜巻防

護施設に波及的影響を及ぼして竜

巻防護施設の安全機能を喪失させ

る可能性のない設備 

■換気空調設備 

・電動補助給水ポンプ室換気系 

・制御用空気圧縮機室換気系 

・ディーゼル発電機室換気系 

・安全補機開閉器室換気系 

■建物・構築物等 

・循環水ポンプ建屋（CWP/B） 

・タービン建屋（T/B） 

・電気建屋（EL/B） 

・出入管理建屋（AC/B） 

No 

Yes 

評価対象外 

評価対象外 
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Step1-2：工事計画認可申請書の耐震重要度分類における耐震 B,Cクラス設備※2および竜

巻防護施設に接続されている屋外設備※3を抽出 

 

※2：竜巻防護施設は工事計画認可申請書の耐震 Sクラス設備としていることか

ら、竜巻防護施設に波及的影響を及ぼす可能性のある施設として当該設備

を抽出した。 

※3：設計竜巻により屋外設備は破損することが考えられるため、竜巻防護施設

に波及的影響を及ぼす可能性のある施設として当該設備を抽出した。 

 

Step2 ：上記 Step1-2で抽出した設備の設置場所を確認 

 

Step3  ：上記 Step1-2で抽出した設備のうち、設置建屋による防護機能によって設計竜

巻による影響を受けないことが確認された設備を除外 

 

Step4  ：上記 Step3で除外されなかった設備のうち、設計竜巻による破損※4により竜巻

防護施設に波及的影響を及ぼして竜巻防護施設の安全機能を喪失させる可能性

のない設備を除外 

     

    ※4：当該設備の破損による飛散物は設計飛来物による影響評価に包絡される。 

 

（２）共用設備の取り扱いについて 

固体廃棄物貯蔵庫等の共用設備※5 については、３号機の竜巻防護施設に隣接していない建

屋や、３号機の竜巻防護施設を内包している建屋以外の場所に設置されている設備であり、

設計竜巻によって当該設備が破損等した場合でも竜巻防護施設に波及的影響を及ぼして竜巻

防護施設の安全機能を喪失させる可能性はないため、竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得

る施設として抽出していない。表-1に共用設備を竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施

設として抽出していない理由を示す。 

 

 ※5：工事計画認可申請書から抽出した。 

 

表-1 竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設として抽出していない理由 

建屋・設備名 設置場所 
竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る

施設として抽出していない理由 

固体廃棄物貯蔵庫 図-1参照 当該建屋は３号機の竜巻防護施設（建屋）

に隣接している建屋ではない。また、竜

巻防護施設を内包している建屋でもない

ことから、設計竜巻により当該建屋が倒

壊した場合でも、竜巻防護施設の機能に

影響を与えることはない。 

雑固体焼却設備 放射性廃棄物処理建屋 

（図-1 参照） 

当該設備は３号機の竜巻防護施設を内包

している建屋以外の場所に設置している

ため、設計竜巻により当該設備が破損し

た場合でも、竜巻防護施設の機能に影響

を与えることはない。 
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建屋・設備名 設置場所 
竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る

施設として抽出していない理由 

ベイラ ２号機原子炉補助建屋 

（図-1 参照） 

当該設備は３号機の竜巻防護施設を内包

している建屋以外の場所に設置している

ため、設計竜巻により当該設備が破損し

た場合でも、竜巻防護施設の機能に影響

を与えることはない。 

モニタリングポスト 図-1参照 同上 

モニタリングステーション 図-1参照 同上 

放射能観測車とう載機器 放射能観測車内 

（図-1 参照） 

同上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 共用設備等の設置場所 

 

固体廃棄物貯蔵庫 

放射性廃棄物処理建屋 

２号機原子炉補助建屋 

【凡例】 

＜竜巻防護施設（建屋）＞ 

：原子炉建屋（R/B） 

：原子炉補助建屋（A/B） 

：ディーゼル発電機建屋（DG/B） 

＜竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設（建屋）＞ 

：循環水ポンプ建屋（CW/B） 

：タービン建屋（T/B） 

：電気建屋（EL/B） 

：出入管理建屋（AC/B） 

●：モニタリングポスト 

■：モニタリングステーション 

◆：放射能観測車とう載機器 
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１．抽出方法
次のStepにて竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設を抽出した。
　Step1-1：竜巻防護施設（耐震Sクラス設備）を内包している竜巻防護施設以外の建屋および竜巻防護施設（建屋）に隣接している建屋を抽出
　Step1-2：工事計画認可申請書の耐震重要度分類における耐震B,Cクラス設備および竜巻防護施設に接続されている屋外設備を抽出
　Step2　 ：上記Step1-2で抽出した設備の設置場所を確認
　Step3　 ：上記Step1-2で抽出した設備のうち、設置建屋による防護機能によって設計竜巻による影響を受けないことが確認された設備を除外
　Step4　 ：上記Step3で除外されなかった設備のうち、設計竜巻による破損により竜巻防護施設に波及的影響を及ぼして竜巻防護施設の安全機能を喪失させる可能性のない設備を除外

２．抽出結果
（１）建屋・構築物等（Step1-1）
　ａ．竜巻防護施設（耐震Sクラス設備）を内包している竜巻防護施設以外の建屋
　　　①CWP/B
　ｂ．竜巻防護施設（建屋）に隣接している建屋
　　　②T/B
　　　③EL/B
　　　④AC/B

（２）設備（系統・機器）
第1回工認 Step1-2

O/S（C/Ｖ） O/S以外
原子力設備
1原子炉冷却系統設備
　（1）冷却材貯蔵槽 なし
2.燃料設備
　（1）燃料取扱設備 燃料取替キャナル（原子炉格納容器外） ✓ 可 ① ×
　（2）使用済燃料貯蔵設備 キャスクピット ✓ 可 ① ×
3.放射線管理設備

外部遮へい ✓ 可 ① ×
補助遮へい（原子炉格納容器外燃料移送遮へい） ✓ 可 ① ×
補助遮へい（周辺補機棟） ✓ 可 ① ×
補助遮へい（燃料取扱棟） ✓ 可 ① ×

4.原子炉格納施設
　（1）原子炉格納施設の基礎 なし
　（2）外部遮へい建屋 なし
5.蒸気タービン
　（1）蒸気タービンに附属する給水設備 なし

第2回工認 Step1-2

O/S（C/Ｖ） O/S以外
原子力設備
1原子炉冷却系統設備
　（1）原子炉補機冷却海水設備 なし
2.放射線管理設備
　（1）生体遮へい装置 補助遮へい（原子炉補助建屋） ✓ 可 ① ×
3.廃棄設備
　（1）廃棄物貯蔵設備
　　　a.固体廃棄物貯蔵設備 使用済み樹脂貯蔵タンク ✓ 可 ①
　（2）廃棄物処理設備

ガス圧縮装置ガス圧縮機 ✓ 可 ① ×
ガス圧縮装置気水分離器 ✓ 可 ① ×
ガス圧縮装置封水冷却器 ✓ 可 ① ×
ガス圧縮装置封水循環ポンプ ✓ 可 ① ×
廃ガス除湿装置除湿塔 ✓ 可 ① ×
廃ガス除湿装置廃ガス湿分分離器 ✓ 可 ① ×
廃ガス除湿装置廃ガス冷却器 ✓ 可 ① ×
活性炭式希ガスホールドアップ装置ホールドアップ塔 ✓ 可 ① ×
ガスサージタンク ✓ 可 ① ×
配管 ✓ ✓ 可 ① ×
ほう酸回収装置蒸発器 ✓ 可 ① ×
ほう酸回収装置精留塔 ✓ 可 ① ×
ほう酸回収装置脱ガス塔 ✓ 可 ① ×
ほう酸回収装置予熱器 ✓ 可 ① ×
ほう酸回収装置ベントコンデンサ ✓ 可 ① ×
ほう酸回収装置濃縮液ポンプ ✓ 可 ① ×
廃液蒸発装置蒸発器 ✓ 可 ① ×
廃液蒸発装置精留塔 ✓ 可 ① ×
廃液蒸発装置加熱器 ✓ 可 ① ×
廃液蒸発装置濃縮液ポンプ ✓ 可 ① ×
冷却材貯蔵タンク ✓ 可 ① ×
補助建屋サンプタンク ✓ 可 ① ×
廃液貯蔵ピット ✓ 可 ① ×
酸液ドレンタンク ✓ 可 ① ×
濃縮廃液タンク ✓ 可 ① ×
ほう酸回収装置給水ポンプ ✓ 可 ① ×
補助建屋サンプポンプ ✓ 可 ① ×
廃液給水ポンプ ✓ 可 ① ×
酸液ドレンポンプ ✓ 可 ① ×
濃縮廃液ポンプ ✓ 可 ① ×
ほう酸回収装置混床式脱塩塔 ✓ 可 ① ×
ほう酸回収装置陽イオン脱塩塔 ✓ 可 ① ×
ほう酸回収装置脱塩塔フィルタ ✓ 可 ① ×
廃液フィルタ ✓ 可 ① ×
配管 ✓ ✓ 可 ① ×

　　　ｃ.固体廃棄物処理設備 配管 ✓ 可 ① ×
　　　ｄ.堰その他の設備 なし
　　　e.漏えいの検出装置及び自動警報装置 なし

第4回工認 Step1-2

O/S（C/Ｖ） O/S以外
原子力設備
1原子炉本体
　（1）原子炉容器 なし
2.原子炉冷却系統設備
　（1）主蒸気・主給水設備 なし
　（2）余熱除去設備 なし
　（3）非常用炉心冷却設備 なし

非再生冷却器 ✓ 可 ① ×
封水冷却器 ✓ 可 ① ×
体積制御タンク ✓ 可 ① ×
冷却材混床式脱塩塔 ✓ 可 ① ×
冷却材陽イオン脱塩塔 ✓ 可 ① ×
冷却材フィルタ ✓ 可 ① ×
冷却材脱塩塔入口フィルタ ✓ 可 ① ×
配管 ✓ ✓ 可 ① ×
弁 ✓ ✓ 可 ① ×

　（5）原子炉補機冷却水設備 なし
【凡例】
R/B：原子炉建屋、O/S：外部しゃへい建屋、C/V：原子炉格納容器、A/B：原子炉補助建屋、DG/B：ディーゼル発電機建屋、CWP/B：循環水ポンプ建屋、T/B：タービン建屋、EL/B：電気建屋
【考え方】
＜Step3＞

－

－
－
－

CWP/B

Step2 Step3

Step4

除外可否 考え方

Step4

－

－
－
－
－
－
－
－
－

－
－

－
－

－
－

－

－
－
－

－

－
－

－

－

除外可否 考え方

竜巻防護施設に波及的影
響を及ぼし得る施設

設備名称
竜巻防護施設に波及的影

響を及ぼし得る施設R/B
Bクラス設備

R/B

　（1）生体遮へい装置

Step4

耐震Sクラス設備を内包している建屋 左記以外

T/B 屋外

－

Step2 Step3

Step2 Step3

A/B

－
－

DG/B

除外可否 考え方

CWP/B
除外可否 考え方設備名称 Bクラス設備

－

－

－
－
－
－

設置場所
耐震Sクラス設備を内包している建屋 左記以外

T/B 屋外

－

CWP/B

－

A/B DG/B

除外可否 考え方

設置場所

－

　　　a.気体廃棄物処理設備

　　　ｂ.液体廃棄物処理設備

　（4）化学体積制御設備

－

－
－
－
－
－
－

－
－

屋外

耐震Sクラス設備を内包している建屋 左記以外

T/B

①当該設備が設置されている建屋は鉄筋コンクリート造であり、設計竜巻による複合荷重に対して構造健全性は維持され、かつ設計飛来物は貫通しないとの結果が得られたことから、当該設備は設計竜巻による影響は受けないため
除外する。

設備名称 Bクラス設備 除外可否 考え方
A/B DG/B

－
－

－
－

－

－
－

－
－
－

－

－
－

－
－

－

竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設の抽出結果

EL/B

EL/B

EL/B

設置場所
竜巻防護施設に波及的影

響を及ぼし得る施設R/B
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第4回工認 Step1-2

O/S（C/Ｖ） O/S以外
3.燃料設備

原子炉キャビティ ✓ 可 ① ×
燃料取替キャナル（原子炉格納容器内） ✓ 可 ① ×
使用済燃料ピット冷却器 ✓ 可 ① ×
使用済燃料ピットポンプ ✓ 可 ① ×
使用済燃料ピット脱塩塔 ✓ 可 ① ×
使用済燃料ピットフィルタ ✓ 可 ① ×
配管 ✓ ✓ 可 ① ×

4.放射線管理設備
1次遮へい ✓ 可 ① ×
2次遮へい ✓ 可 ① ×
補助遮へい（原子炉格納容器内燃料移送遮へい） ✓ 可 ① ×

5.廃棄設備
　（1）廃棄物処理設備
　　　a.1次冷却設備 配管 ✓ 可 ① ×

格納容器冷却材ドレンポンプ ✓ 可 ① ×
格納容器サンプポンプ ✓ 可 ① ×
加圧器逃がしタンク ✓ 可 ① ×
格納容器冷却材ドレンタンク ✓ 可 ① ×
格納容器サンプ ✓ 可 ① ×
配管 ✓ 可 ① ×
セメント固化装置乾燥機復水器 ✓ 可 ① ×
セメント固化装置濃縮廃液供給ポンプ ✓ 可 ① ×
セメント固化装置濃縮廃液前処理タンク ✓ 可 ① ×
セメント固化装置濃縮廃液供給タンク ✓ 可 ① ×
セメント固化装置ヘッドタンク ✓ 可 ① ×
セメント固化装置紛体受ホッパ ✓ 可 ① ×
セメント固化装置紛体計量器 ✓ 可 ① ×
セメント固化装置酸液ドレン計量タンク ✓ 可 ① ×
セメント固化装置乾燥機 ✓ 可 ① ×
セメント固化装置混練機 ✓ 可 ① ×
配管 ✓ 可 ① ×

6.原子炉格納施設
　（1）原子炉格納容器 なし
　（2）二次格納施設 なし
　（3）圧力低減設備
　　　 その他の安全設備
　　　a.格納容器スプレイ設備 なし
　　　b.真空逃がし装置 なし
　　　c.圧力逃がし装置 なし

第5回工認 Step1-2

O/S（C/Ｖ） O/S以外
原子力設備
1原子炉本体
　（1）炉心 なし
　（2）原子炉容器 なし
2.原子炉冷却系統設備
　（1）一次冷却材の循環設備 なし
　（2）主蒸気・主給水設備 なし
　（3）余熱除去設備 なし
　（4）非常用炉心冷却設備 なし

余剰抽出冷却器 ✓ 可 ① ×
配管 ✓ 可 ① ×
弁 ✓ 可 ① ×

　（6）原子炉補機冷却水設備 なし
　（7）原子炉補機冷却海水設備 なし
　（8）原子炉格納容器内の一次冷却材の漏え
いを監視する装置

なし

3.計測制御系統設備
　（1）制御材 なし
　（2）制御棒駆動装置 なし
　（3）ほう酸注入機能を有する設備 配管 ✓ 可 ① ×
　（4）計測装置 なし
　（5）制御用空気設備 なし
4.廃棄設備
　（1）気体、液体又は固体廃棄物処理設備
　　　a.液体廃棄物処理設備 配管 ✓ 可 ① ×
附帯設備
非常用予備発電装置
　（1）非常用ディーゼル発電設備 なし

第6回工認 Step1-2

O/S（C/Ｖ） O/S以外
原子力設備
1.蒸気タービン なし

第7回工認 Step1-2

O/S（C/Ｖ） O/S以外
原子力設備
1燃料設備

燃料取替クレーン ✓ 可 ① ×
✓ 可 ① ×

✓ 否 ② 可 a ×
使用済燃料ピットクレーン ✓ 否 ② 可 b ×
燃料取扱棟クレーン ✓ 否 ② 可 c ×
燃料仮置ラック ✓ 可 ① ×

　（2）新燃料貯蔵設備 なし
　（3）使用済燃料貯蔵設備 なし
　（4）燃料取替用水設備 なし
【凡例】
R/B：原子炉建屋、O/S：外部しゃへい建屋、C/V：原子炉格納容器、A/B：原子炉補助建屋、DG/B：ディーゼル発電機建屋、CWP/B：循環水ポンプ建屋、T/B：タービン建屋、EL/B：電気建屋
【考え方】
＜Step3＞

＜Step4＞

c 当該クレーンは竜巻防護施設である使用済燃料ピットの上部を走行する設計とはなっていないため、設計飛来物により当該クレーンが破損した場合でも竜巻防護施設の機能に影響を与えることはないことから除外する。

b 当該クレーンは竜巻防護施設である使用済燃料ピットの上部を走行する設計となっており、当該クレーンに設計飛来物が衝突した場合は転倒する可能性があるが、当該クレーンの外形寸法は使用済燃料ピットの開口より大きく、当
該クレーンが斜めに転倒して使用済燃料ピット内に進入した場合でも、使用済燃料燃料ラック等に到達することはないことから、竜巻防護施設の機能に影響を与えることはないと考え除外する。

a 当該設備は燃料取替キャナル（ピット形状）内に設置されているが、当該キャナル内に竜巻防護施設は設置されていないため、設計飛来物により当該設備が破損した場合でも竜巻防護施設の機能に影響を与えることはないことから
除外する。

②当該設備が設置されている建屋は鉄筋コンクリート造であり、設計竜巻による複合荷重に対して構造健全性は維持されるが、上屋（燃料取扱棟）は鉄骨造であり、設計飛来物の進入が想定されることから、当該設備は設計竜巻（設
計飛来物）による影響を受ける可能性があるため除外不可。

①当該設備が設置されている建屋は鉄筋コンクリート造であり、設計竜巻による複合荷重に対して構造健全性は維持され、かつ設計飛来物は貫通しないとの結果が得られたことから、当該設備は設計竜巻による影響は受けないため
除外する。

－

－

設備名称 Bクラス設備

－

Step3

－

Step2

除外可否 考え方

－

－

－

－
－

竜巻防護施設に波及的影
響を及ぼし得る施設

－

－

－

－

－

R/B
CWP/B

設置場所
耐震Sクラス設備を内包している建屋 左記以外

T/B 屋外

Bクラス設備 除外可否 考え方 除外可否

Step3

－

Step2 Step3

設備名称
耐震Sクラス設備を内包している建屋 左記以外

T/B 屋外

　（1）生体遮へい装置

　　　b.液体廃棄物処理設備

CWP/B

　（5）化学体積制御設備

－

Step4

除外可否 考え方

Step4

除外可否

－
－
－

DG/B

－

竜巻防護施設に波及的影
響を及ぼし得る施設R/B

A/B

－

－

－

－

－
－

－

　（1）燃料取扱設備

　（2）使用済燃料貯蔵槽冷却浄化設備
－
－

　（1）燃料取扱設備

設備名称 Bクラス設備

燃料移送装置

　　　c.固体廃棄物処理設備

設備名称 Bクラス設備

Step2

－
－

－
－
－

－

A/B DG/B

－
－

屋外

設置場所
耐震Sクラス設備を内包している建屋

－

Step4

－

－
－

－

CWP/B

－

－

－

考え方

設置場所

－
－
－

－

－

R/B
竜巻防護施設に波及的影

響を及ぼし得る施設
考え方

DG/B
除外可否

Step2 Step3 Step4

－

考え方
竜巻防護施設に波及的影

響を及ぼし得る施設R/B
除外可否 考え方左記以外

屋外A/B T/B

－

CWP/B

A/B

－

－
－
－

EL/B

EL/B

EL/B

EL/B

考え方除外可否

－

DG/B

－

－

設置場所
耐震Sクラス設備を内包している建屋 左記以外

T/B
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別紙－１

第7回工認 Step1-2

O/S（C/Ｖ） O/S以外
2.放射線管理設備
　（1）放射線管理用計測装置 なし
　　　a.プロセスモニタリング設備 なし
　　　ｂ.エリアモニタリング設備 なし

格納容器排気ファン ✓ 否 ③ 可 d ×
試料採取室排気ファン ✓ 否 ③ 可 d ×
補助建屋排気ファン ✓ 否 ③ 可 d ×
格納容器排気フィルタユニット ✓ 否 ③ 可 d ×
試料採取室排気フィルタユニット ✓ 否 ③ 可 d ×
補助建屋排気フィルタユニット ✓ 否 ③ 可 d ×

3.排気筒
　（1）排気筒 なし
4.蒸気タービン
　（1）蒸気タービンに附属する管等 なし

第8回工認 Step1-2

O/S（C/Ｖ） O/S以外
原子力設備
1蒸気タービン
　（1）蒸気タービンに附属する熱交換器 なし
　（2）蒸気タービンに附属する給水ポンプ及び
貯水設備並びに給水処理設備

なし

　（3）蒸気タービンに附属する管等 なし
附帯設備
1.非常用予備発電装置
　（1）その他の電源装置
　　　a.無停電電源装置 なし
　　　ｂ.蓄電池 なし
【凡例】
R/B：原子炉建屋、O/S：外部しゃへい建屋、C/V：原子炉格納容器、A/B：原子炉補助建屋、DG/B：ディーゼル発電機建屋、CWP/B：循環水ポンプ建屋、T/B：タービン建屋、EL/B：電気建屋
【考え方】
＜Step3＞

＜Step4＞
d 当該設備を含めた換気空調系にて供給される空気は竜巻防護施設の冷却には使用されていないため、気圧差により当該設備を含めた換気空調系が破損した場合でも竜巻防護施設の機能に影響を与えないことはないことから除外
する。

③当該設備が設置されている建屋は鉄筋コンクリート造であり、設計竜巻による複合荷重に対して構造健全性は維持され、かつ設計飛来物は貫通しないとの結果が得られているが、当該設備を含めた換気空調系は外気と繋がってい
るため、設計竜巻（気圧差）による影響を受ける可能性があるため除外不可。

除外可否 除外可否 考え方
竜巻防護施設に波及的影

響を及ぼし得る施設
設備名称

考え方

Step2

－

－
－

T/B 屋外

Bクラス設備
R/B

DG/B

－

－

－

－

左記以外

T/B 屋外

設置場所
耐震Sクラス設備を内包している建屋

A/B

除外可否
竜巻防護施設に波及的影

響を及ぼし得る施設R/B

Step2 Step3

考え方
CWP/B

Step4

除外可否 考え方
A/B DG/B

設置場所
耐震Sクラス設備を内包している建屋

設備名称 Bクラス設備

　（2）換気設備

－

EL/B

左記以外

－

－

CWP/B

EL/B

Step3 Step4

11-6



別紙－２

１．抽出方法
次のStepにて竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設を抽出した。
　Step1-1：竜巻防護施設（耐震Sクラス設備）を内包している竜巻防護施設以外の建屋および竜巻防護施設（建屋）に隣接している建屋を抽出
　Step1-2：工事計画認可申請書の耐震重要度分類における耐震B,Cクラス設備および竜巻防護施設に接続されている屋外設備を抽出
　Step2　 ：上記Step1-2で抽出した設備の設置場所を確認
　Step3　 ：上記Step1-2で抽出した設備のうち、設置建屋による防護機能によって設計竜巻による影響を受けないことが確認された設備を除外
　Step4　 ：上記Step3で除外されなかった設備のうち、設計竜巻による破損により竜巻防護施設に波及的影響を及ぼして竜巻防護施設の安全機能を喪失させる可能性のない設備を除外

２．抽出結果
（１）建屋・構築物等（Step1-1）
　ａ．竜巻防護施設（耐震Sクラス設備）を内包している竜巻防護施設以外の建屋
　　　①CWP/B
　ｂ．竜巻防護施設（建屋）に隣接している建屋
　　　②T/B
　　　③EL/B
　　　④AC/B

（２）設備（系統・機器）
第1回工認 Step1-2

O/S（C/Ｖ） O/S以外
原子力設備
1原子炉冷却系統設備
　（1）冷却材貯蔵槽 なし
2.燃料設備
　（1）燃料取扱設備 なし
　（2）使用済燃料貯蔵設備 なし
3.放射線管理設備
　（1）生体遮へい装置 なし
4.原子炉格納施設
　（1）原子炉格納施設の基礎 なし
　（2）外部遮へい建屋 なし
5.蒸気タービン
　（1）蒸気タービンに附属する給水設備 なし

第2回工認 Step1-2

O/S（C/Ｖ） O/S以外
原子力設備
1原子炉冷却系統設備

✓ 可 ① ×
✓ 否 ② 可 a ×

2.放射線管理設備
　（1）生体遮へい装置 なし
3.廃棄設備
　（1）廃棄物貯蔵設備
　　　a.固体廃棄物貯蔵設備 なし
　（2）廃棄物処理設備
　　　a.気体廃棄物処理設備 なし

ほう酸回収装置コンデンサ ✓ 可 ① ×
ほう酸回収装置蒸留水冷却器 ✓ 可 ① ×
ほう酸回収装置蒸留水ポンプ ✓ 可 ① ×
廃液蒸発装置コンデンサ ✓ 可 ① ×
廃液蒸発装置蒸留水冷却器 ✓ 可 ① ×
廃液蒸発装置ベントコンデンサ ✓ 可 ① ×
廃液蒸発装置蒸留水ポンプ ✓ 可 ① ×
洗浄排水蒸発装置蒸発器 ✓ 可 ① ×
洗浄排水蒸発装置精留塔 ✓ 可 ① ×
洗浄排水蒸発装置加熱器 ✓ 可 ① ×
洗浄排水蒸発装置コンデンサ ✓ 可 ① ×
洗浄排水蒸発装置蒸留水冷却器 ✓ 可 ① ×
洗浄排水蒸発装置ベントコンデンサ ✓ 可 ① ×
洗浄排水蒸発装置濃縮液ポンプ ✓ 可 ① ×
洗浄排水蒸発装置蒸留水ポンプ ✓ 可 ① ×
廃液蒸留水タンク ✓ 可 ① ×
洗浄排水タンク ✓ 可 ① ×
洗浄排水濃縮廃液タンク ✓ 可 ① ×
洗浄排水蒸留水タンク ✓ 可 ① ×
廃液蒸留水ポンプ ✓ 可 ① ×
洗浄排水ポンプ ✓ 可 ① ×
洗浄排水蒸留水ポンプ ✓ 可 ① ×
洗浄排水濃縮廃液ポンプ ✓ 可 ① ×
廃液蒸留水脱塩塔 ✓ 可 ① ×
洗浄排水フィルタ ✓ 可 ① ×
配管 ✓ ✓ ,可 ① ×

　　　ｃ.固体廃棄物処理設備 なし
　　　ｄ.堰その他の設備 堰 ✓ ✓ ✓ 可 ① ×
　　　e.漏えいの検出装置及び自動警報装置 漏えいの検出装置及び自動警報装置 ✓ ✓ ✓ 可 ① ×

第4回工認 Step1-2

O/S（C/Ｖ） O/S以外
原子力設備
1原子炉本体
　（1）原子炉容器 なし
2.原子炉冷却系統設備
　（1）主蒸気・主給水設備 なし
　（2）余熱除去設備 なし
　（3）非常用炉心冷却設備 なし
　（4）化学体積制御設備 なし

配管 ✓ 可 ① ×
弁 ✓ 可 ① ×

3.燃料設備
　（1）燃料取扱設備 なし
　（2）使用済燃料貯蔵槽冷却浄化設備 なし
4.放射線管理設備
　（1）生体遮へい装置 なし
5.廃棄設備
　（1）廃棄物処理設備
　　　a.1次冷却設備 なし
　　　b.液体廃棄物処理設備 なし
　　　c.固体廃棄物処理設備 なし
6.原子炉格納施設
　（1）原子炉格納容器 なし
　（2）二次格納施設 なし
　（3）圧力低減設備
　　　 その他の安全設備
　　　a.格納容器スプレイ設備 なし
　　　b.真空逃がし装置 なし
　　　c.圧力逃がし装置 なし
【凡例】
R/B：原子炉建屋、O/S：外部しゃへい建屋、C/V：原子炉格納容器、A/B：原子炉補助建屋、DG/B：ディーゼル発電機建屋、CWP/B：循環水ポンプ建屋、T/B：タービン建屋、EL/B：電気建屋
【考え方】
＜Step3＞

＜Step4＞

－

配管　（1）原子炉補機冷却海水設備
－

－
－

Step2 Step3 Step4

①当該設備が設置されている建屋は鉄筋コンクリート造であり、設計竜巻による複合荷重に対して構造健全性は維持され、かつ設計飛来物は貫通しないとの結果が得られたことから、当該設備は設計竜巻による影響は受けないため
除外する。

－

－

－

－
－

－

－

－
－

DG/B

竜巻防護施設に波及的影
響を及ぼし得る施設R/B

考え方

－

A/B

－

－

－
－
－
－
－

－

－

－

－
－

－
－
－
－

Step3

除外可否 考え方

Step4

－

－
－

－

考え方
竜巻防護施設に波及的影

響を及ぼし得る施設

Step2

設備名称 Cクラス設備

CWP/B
設備名称 Cクラス設備

R/B A/B DG/B

－

－
－

Step2

CWP/B

耐震Sクラス設備を内包している建屋 左記以外
設置場所

T/B 屋外

設置場所
耐震Sクラス設備を内包している建屋 左記以外

T/B 屋外

EL/B

竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設の抽出結果

　（5）原子炉補機冷却水設備

A/B DG/BR/B

　　　ｂ.液体廃棄物処理設備

設備名称 Cクラス設備

除外可否

除外可否

除外可否 考え方 除外可否 考え方
竜巻防護施設に波及的影

響を及ぼし得る施設

Step3 Step4

－

－

－

設置場所
耐震Sクラス設備を内包している建屋 左記以外

T/B 屋外

－

－

－
－

－

－
－

－

－

CWP/B
考え方 除外可否

－
－
－
－
－
－
－
－
－

EL/B

EL/B

②当該設備が設置されている建屋は鉄筋コンクリート造であり、設計竜巻による複合荷重に対して構造健全性は維持されるが、設計飛来物の進入が想定されることから、当該設備は設計竜巻（設計飛来物）による影響を受けるため除
外不可。

a 当該設備は原子炉補機冷却海水系統の放水配管であり、設計飛来物により当該設備が破損した場合でも竜巻防護施設の機能に影響を与えることはないことから除外する。
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別紙－２

第5回工認 Step1-2

O/S（C/Ｖ） O/S以外
原子力設備
1原子炉本体
　（1）炉心 なし
　（2）原子炉容器 なし
2.原子炉冷却系統設備
　（1）一次冷却材の循環設備 なし
　（2）主蒸気・主給水設備 なし
　（3）余熱除去設備 なし
　（4）非常用炉心冷却設備 なし
　（5）化学体積制御設備 なし
　（6）原子炉補機冷却水設備 配管 ✓ 可 ① ×
　（7）原子炉補機冷却海水設備 配管 ✓ ✓ 可 ① ×

凝縮液量測定装置 ✓ 可 ① ×
格納容器サンプ水上昇率測定装置 ✓ 可 ① ×

3.計測制御系統設備
　（1）制御材 なし
　（2）制御棒駆動装置 なし

1次系補給水ポンプ ✓ 可 ① ×
1次系純水タンク ✓ 可 ① ×
配管 ✓ 可 ① ×
1次系制御監視盤 ✓ 可 ① ×
格納容器内温度検出器 ✓ 可 ① ×
主蒸気ライン流量検出器 ✓ 可 ① ×
タービン非常遮断油圧検出器 ✓ 否 ③ 可 b ×
主蒸気止め弁全閉位置検出器 ✓ 否 ③ 可 b ×

　（5）制御用空気設備 なし
4.廃棄設備
　（1）気体、液体又は固体廃棄物処理設備
　　　a.液体廃棄物処理設備 なし
附帯設備
非常用予備発電装置
　（1）非常用ディーゼル発電設備 ディーゼル発電機空気圧縮機 ✓ 可 ① ×

第6回工認 Step1-2

O/S（C/Ｖ） O/S以外
原子力設備

蒸気タービン ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
復水器 ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
復水器真空ポンプ ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
復水ポンプ ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
循環水ポンプ ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
グランド蒸気復水器 ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
湿分分離加熱器 ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
第1段湿分分離加熱器ドレンタンク ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
第2段湿分分離加熱器ドレンタンク ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
湿分分離器ドレンタンク ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
配管 ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
弁 ✓ 否 ③ 可 ｃ ×

第7回工認 Step1-2

O/S（C/Ｖ） O/S以外
原子力設備
1燃料設備
　（1）燃料取扱設備 新燃料エレベータ ✓ 否 ④ 可 d ×

新燃料貯蔵庫 ✓ 否 ④ 可 d ×
新燃料ラック ✓ 否 ④ 可 d ×

　（3）使用済燃料貯蔵設備 使用済燃料ピット水位計 ✓ 否 ④ 可 e ×
　（4）燃料取替用水設備 なし
2.放射線管理設備
　（1）放射線管理用計測装置 1次系制御監視盤（放射線監視設備信号処理部） ✓ 可 ① ×

高感度型主蒸気管モニタ ✓ 可 ⑤ 可 f ×
主蒸気管モニタ ✓ 可 ⑤ 可 f ×
格納容器じんあいモニタ ✓ 可 ① ×
格納容器ガスモニタ ✓ 可 ① ×
蒸気発生器ブローダウン水モニタ ✓ 可 ① ×
復水器排気ガスモニタ ✓ 否 ③ 可 f ×
1次冷却材モニタ ✓ 可 ① ×
排気筒ガスモニタ ✓ 可 ① ×
廃棄物処理設備排水モニタ ✓ 可 ① ×
排気筒高レンジガスモニタ（低レンジ） ✓ 可 ① ×
排気筒高レンジガスモニタ（高レンジ） ✓ 可 ① ×
中央制御室エリアモニタ ✓ 可 ① ×
使用済燃料ピットエリアモニタ ✓ 否 ④ 可 f ×
エアロックエリアモニタ ✓ 可 ① ×
放射化学室エリアモニタ ✓ 可 ① ×
充てんポンプ室エリアモニタ ✓ 可 ① ×
原子炉系試料採取室エリアモニタ ✓ 可 ① ×
炉内核計装区域エリアモニタ ✓ 可 ① ×
廃棄物処理室エリアモニタ ✓ 可 ① ×

【凡例】
R/B：原子炉建屋、O/S：外部しゃへい建屋、C/V：原子炉格納容器、A/B：原子炉補助建屋、DG/B：ディーゼル発電機建屋、CWP/B：循環水ポンプ建屋、T/B：タービン建屋、EL/B：電気建屋
【考え方】
＜Step3＞

＜Step4＞

屋外R/B A/B

Step2 Step3 Step4

設備名称 Cクラス設備 除外可否 考え方 除外可否 考え方
竜巻防護施設に波及的影

響を及ぼし得る施設

－

－
－

－
－

－

－
－

Cクラス設備

－

－

－

除外可否 考え方 除外可否

Step4

－

Step3 Step4

竜巻防護施設に波及的影
響を及ぼし得る施設

考え方

Step2 Step3

耐震Sクラス設備を内包している建屋

－

－

－

－

Step2

－
－

－

－
－

除外可否 考え方 除外可否

－

－

－

－
－

左記以外

T/B

⑤当該設備が設置されている建屋は鉄筋コンクリート造であり、設計竜巻による複合荷重に対して構造健全性は維持されるが、当該設備を設置している区画のブローアウトパネルは気圧差により開放され、かつ設計飛来物は貫通す
ることが想定されることから、当該設備は設計竜巻による影響を受けるため除外不可。

f 当該設備は監視系であり、設計飛来物により当該設備が破損した場合でも竜巻防護施設の機能に影響を与えることはないことから除外する。

c 当該設備の周囲に竜巻防護施設は設置されていないため、設計飛来物により当該設備が破損した場合でも竜巻防護施設の機能に影響を与えることはないことから除外する。
d 当該設備はキャスクピットおよび新燃料貯蔵庫（何れもピット形状）内に設置されているが、当該区画内に竜巻防護施設は設置されていないため、設計飛来物により当該設備が破損した場合でも竜巻防護施設の機能に影響を与える
ことはないことから除外する。

　（4）計測装置

　（2）新燃料貯蔵設備

1.蒸気タービン

　　　a.プロセスモニタリング設備

　　　ｂ.エリアモニタリング設備

　（8）原子炉格納容器内の一次冷却材の漏え
いを監視する装置

③当該設備が設置されている建屋は鉄骨造であり、設計竜巻により外装材等は損傷することも考えられ、かつ設計飛来物は天井および外壁を貫通することが想定されることから、当該設備は設計竜巻による影響を受けるため除外不
可。

－
－

Cクラス設備

EL/B

設備名称

竜巻防護施設に波及的影
響を及ぼし得る施設

設備名称

設置場所
耐震Sクラス設備を内包している建屋 左記以外

R/B A/B DG/B CWP/B T/B 屋外

－

DG/B

　（3）ほう酸注入機能を有する設備
－
－

設置場所
耐震Sクラス設備を内包している建屋 左記以外

T/B 屋外R/B A/B DG/B CWP/B

e 当該設備（検出器）は竜巻防護施設である使用済燃料ピット上部に設置されているが、設計飛来物により当該設備が破損した場合でも代替の水位確認手段があるため、竜巻防護施設の機能に影響を与えることはないことから除外
する。

①当該設備が設置されている建屋は鉄筋コンクリート造であり、設計竜巻による複合荷重に対して構造健全性は維持され、かつ設計飛来物は貫通しないとの結果が得られたことから、当該設備は設計竜巻による影響は受けないため
除外する。

④当該設備が設置されている建屋は鉄筋コンクリート造であり、設計竜巻による複合荷重に対して構造健全性は維持されるが、上屋（燃料取扱棟）は鉄骨造であり、設計飛来物の進入が想定されることから、当該設備は設計竜巻（設
計飛来物）による影響を受けるため除外不可。

－
－

EL/B

EL/B
考え方

CWP/B

設置場所

－
－
－

－
－

－

b 設計飛来物により当該設備が破損した場合でも原子炉トリップ機能に影響を与えないため、竜巻防護施設の機能に影響を与えることはないことから除外する。
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別紙－２

第7回工認 Step1-2

O/S（C/Ｖ） O/S以外
格納容器給気ファン ✓ 否 ⑥ 可 h ×
試料採取室給気ファン ✓ 否 ⑥ 可 h ×
補助建屋給気ファン ✓ 否 ⑥ 可 h ×
格納容器再循環ファン ✓ 否 ⑥ 可 h ×
格納容器空気浄化ファン ✓ 否 ⑥ 可 h ×
格納容器空気浄化フィルタユニット ✓ 否 ⑥ 可 h ×

（電動補助給水ポンプ室換気系）※ ✓ 否 ⑥ 否 i ○

（制御用空気圧縮機室換気系）※ ✓ 否 ⑥ 否 i ○

（ディーゼル発電機室換気系）※ ✓ ✓ 否 ⑥ 否 i ○

（安全補機開閉器室換気系）※ ✓ ✓ 否 ⑥ 否 i ○
3.排気筒
　（1）排気筒 なし
4.蒸気タービン
　（1）蒸気タービンに附属する管等 なし

第8回工認 Step1-2

O/S（C/Ｖ） O/S以外
原子力設備
1蒸気タービン

低圧第1給水加熱器 ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
低圧第2給水加熱器 ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
低圧第3給水加熱器 ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
低圧第4給水加熱器 ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
高圧第6給水加熱器 ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
脱気器 ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
脱気器タンク ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
スチームコンバータ ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
弁 ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
タービン動主給水ポンプ ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
電動主給水ポンプ ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
給水ブースタポンプ ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
復水ブースタポンプ ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
2次系純水タンク ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
復水脱塩装置脱塩塔 ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
復水ろ過器 ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
純水装置 ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
低圧給水加熱器ドレンタンク ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
配管 ✓ 否 ③ 可 ｃ ×
弁 ✓ 否 ③ 可 ｃ ×

附帯設備
1.非常用予備発電装置
　（1）その他の電源装置
　　　a.無停電電源装置 なし

　　　ｂ.蓄電池 なし

※：当該設備にて供給される空気は竜巻防護施設の冷却に使用されており、設計竜巻による気圧差の影響により当該設備が破損した場合は、竜巻防護施設に波及的影響を及ぼす可能性があることから合わせて検討した。

竜巻防護施設に接続されている屋外設備 Step1-2

O/S（C/Ｖ） O/S以外
主蒸気安全弁排気管 ✓ 否 ⑦ 可 ｊ ×
主蒸気逃がし弁消音器 ✓ 否 ⑦ 可 ｋ ×
排気消音器 ✓ 否 ⑦ 可 l ×
燃料油貯油槽ベント配管 ✓ 否 ⑦ 可 m ×
タービン動補助給水ポンプ排気管 ✓ 否 ⑦ 可 n ×

【凡例】
R/B：原子炉建屋、O/S：外部しゃへい建屋、C/V：原子炉格納容器、A/B：原子炉補助建屋、DG/B：ディーゼル発電機建屋、CWP/B：循環水ポンプ建屋、T/B：タービン建屋、EL/B：電気建屋
【考え方】
＜Step3＞

＜Step4＞
c 当該設備の周囲に竜巻防護施設は設置されていないため、設計飛来物により当該設備が破損した場合でも竜巻防護施設の機能に影響を与えることはないことから除外する。

耐震Sクラス設備を内包している建屋 左記以外

T/B 屋外

T/B 屋外

CWP/B

竜巻防護施設に波及的影
響を及ぼし得る施設

－

EL/B

Step2 Step3 Step4

除外可否 考え方 除外可否 考え方
A/B

－

　（2）換気設備

　（3）蒸気タービンに附属する管等

考え方 除外可否 考え方
A/B DG/B CWP/B

Step2 Step3 Step4

設備名称 Cクラス設備

設置場所

除外可否

竜巻防護施設に波及的影
響を及ぼし得る施設

耐震Sクラス設備を内包している建屋 左記以外
R/B

A/B DG/B CWP/B T/B 屋外

Step2 Step3 Step4
設置場所

除外可否 考え方 除外可否 考え方

竜巻防護施設に波及的影
響を及ぼし得る施設

耐震Sクラス設備を内包している建屋 左記以外
R/B

⑦当該設備は屋外に設置されており、設計竜巻による影響を受けるため除外不可。

j 当該設備はR/B屋上に貫通した配管であるが、設計飛来物は当該設備を貫通して閉塞する要因とはならないと考えられることから、竜巻防護施設の機能に影響を与えることはないと考え除外する。
k 当該設備はR/B屋上に設置されており架台で支持されているため、設計飛来物が架台に衝突した場合は転倒する可能性があるが、架台が転倒した場合、当該設備に接続されている配管は破断して閉塞することはないと考えられ
る。また、設計飛来物は当該設備を貫通して閉塞する要因とはならないと考えられることから、竜巻防護施設の機能に影響を与えることはないと考え除外する。
l 当該設備は耐震性を有するDG/B屋上にボルトで固定する設計となっており、設計竜巻（風荷重）によって転倒することはないと考えられる。また、設計飛来物は当該設備を貫通して閉塞する要因とはならないと考えられることから、竜
巻防護施設の機能に影響を与えることはないと考え除外する。
m 当該設備はベント配管であり、設計飛来物により当該設備が破損した場合でも竜巻防護施設の機能に影響を与えることはないことから除外する。
n 当該設備はT/B屋上に貫通した配管であるが、設計飛来物は当該設備を貫通して閉塞する要因とはならないと考えられることから、竜巻防護施設の機能に影響を与えることはないと考え除外する。

－

EL/B

EL/B

設備名称 Cクラス設備

③当該設備が設置されている建屋は鉄骨造であり、設計竜巻により外装材等は損傷することも考えられ、かつ設計飛来物は天井および外壁を貫通することが想定されることから、当該設備は設計竜巻による影響を受けるため除外不
可。
⑥当該設備が設置されている建屋は鉄筋コンクリート造であり、設計竜巻による複合荷重に対して構造健全性は維持され、かつ設計飛来物は貫通しないとの結果が得られているが、当該設備を含めた換気空調系は外気と繋がってい
るため、設計竜巻（気圧差）による影響を受ける可能性があるため除外不可。

h 当該設備を含めた換気空調系にて供給される空気は竜巻防護施設の冷却には使用されていないため、気圧差により当該設備を含めた換気空調系が破損した場合でも竜巻防護施設の機能に影響を与えることはないことから除外す
i 当該設備にて供給される空気は竜巻防護施設の冷却に使用されているため、気圧差により当該換気空調系が破損した場合は竜巻防護施設の機能を喪失させる可能性があることから除外不可。

　（2）蒸気タービンに附属する給水ポンプ及び
貯水設備並びに給水処理設備

DG/B
設備名称 Cクラス設備

R/B

－

－

　（1）蒸気タービンに附属する熱交換器

設置場所
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12－1 

１２．想定飛来物の抽出及び設計飛来物の設定について 

 

１．はじめに 

設計飛来物の設定にあたっては，泊発電所敷地内において現地調査を実施し，竜巻によって飛散し

竜巻防護施設に影響を与えると想定される物体（想定飛来物）を抽出するとともに，これらの中から

竜巻影響評価に用いる代表となる飛来物を選定している。ここでは，現地調査に基づく想定飛来物の

抽出結果と選定方法及び設計飛来物の設定結果について示す。 

 

２．設計飛来物の設定フロー 

泊発電所における設計飛来物は，以下の 4段階の手順を踏まえて設定している。 

① 現地調査（想定飛来物の抽出） 

② 想定飛来物の分類 

③ 分類した想定飛来物ごとに代表となる飛来物を選定 

④ 選定した代表飛来物から設計飛来物を設定 

設計飛来物の設定全般に係る概略フローを第 12－1図に示す。なお，各手順の詳細については，以

降の各項目において記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 12－1図 設計飛来物の設定に係る概略フロー 

・・・飛散すると考えられる物体を抽出 

・・・サイズ，変形性状及び形状で分類 

・・・飛来物諸元等に基づき選定 

・・・運動エネルギーの比較により設定 

④設計飛来物 

（5種類の飛来物を設定） 

①現地調査 

（想定飛来物の抽出） 

②想定飛来物の分類 

（18区分に分類） 

③代表飛来物の選定 

（第 12－4図の選定フロー） 
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３．設計飛来物の設定 

（１）現地調査（想定飛来物の抽出） 

平成 25年 6月に実施した現地調査では，泊発電所敷地内全域を第 12－2 図に示すとおり 16のエ

リアに区画し，それぞれのエリアで想定飛来物を調査した。また，現地調査の後に新たに配置した

ＳＡ設備については，その後に追加調査を実施し，想定飛来物に加えている。 

想定飛来物としては，地盤・建物に固定されていないもの及び固定されているが竜巻によって飛

散が考えられるものを対象として抽出している。エリア毎の調査結果を第 12－3図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 12－2図 構内配置と現地調査区画 

 

 

＜凡例＞

エリア 建物名称

１ １号機本館屋上

２ ２号機本館屋上

３ １号機本館（外周）

４ ２号機本館（外周）

５ １／２号機循環ポンプ室（外周）

６ ３号機本館屋上

７ ３号機本館（外周）

８ ３号機循環水ポンプ建屋

９ １／２号機・３号機本館北側外周

１０ 総合管理事務所 等

１１ 給排水処理建屋 等

１２ 原子炉訓練棟 等

１３ 固体廃棄物貯蔵庫 等

１４ ３号機取水口 等

１５ 岸壁部

１６ 西側沿岸部

（現地調査区画） 

（構内配置） 
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エリア１：１号機本館屋上 

 

 

 

 

 

仮設足場           鋼製ステップ            照明 

 

 

 

 

 

            電気盤                仮設資機材 

 

エリア２：２号機本館屋上 

 

 

 

 

 

フェンス             フード            鋼製ステップ 

 

 

 

 

 

            仮設足場                電気盤 

 

エリア３：１号機本館（外周） 

 

 

 

 

 

      看板              タンク            鋼製ステップ 

 

 

 

 

 

            グレーチング                鋼板 

第 12－3図（1） 想定飛来物の抽出結果 その 1 
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エリア４：２号機本館（外周） 

 

 

 

 

 

マンホール蓋           ベンチ             看板 

 

 

 

 

 

           コンクリート板              自動車 

 

エリア５：１／２号機循環ポンプ室（外周） 

 

 

 

 

 

鋼製ステップ          グレーチング             フード 

 

 

 

 

 

           アーケード屋根             プレハブ小屋 

 

エリア６：３号機本館屋上 

 

 

 

 

 

グレーチング           フード            電気盤 

 

 

 

 

 

            照明                 鋼製ステップ 

第 12－3図（2） 想定飛来物の抽出結果 その 2 
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エリア７：３号機本館（外周） 

 

 

 

 

 

バリケード          コンクリート板         クレーン車 

 

 

 

 

 

            スピーカー               鋼製パイプ 

 

エリア８：３号機循環水ポンプ建屋 

 

 

 

 

 

グレーチング          空調室外機           鋼製ステップ 

 

 

 

 

 

              フード               プレハブ小屋 

 

エリア９：1／２号機・３号機本館北側外周 

 

 

 

 

 

コンテナ            仮設足場            鋼製材 

 

 

 

 

 

            ガードレール               電源車 

第 12－3図（3） 想定飛来物の抽出結果 その 3 
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エリア１０：総合管理事務所 等 

 

 

 

 

 

スピーカー          バリケード           空調室外機 

 

 

 

 

 

              自転車                重機 

 

エリア１１：給排水処理建屋 等 

 

 

 

 

 

仮設資機材           発電機             看板 

 

 

 

 

 

             コンテナ              プレハブ小屋 

 

エリア１２：原子炉訓練棟 等 

 

 

 

 

 

マンホール蓋          フェンス           空調室外機 

 

 

 

 

 

             コーン               プレハブ小屋 

第 12－3図（4） 想定飛来物の抽出結果 その 4 
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エリア１３：固体廃棄物貯蔵庫 等 

 

 

 

 

 

照明           コンクリート板         マンホール蓋 

 

 

 

 

 

             鋼製パイプ              トラック 

 

エリア１４：３号機取水口 等 

 

 

 

 

 

仮設資機材            コーン             鋼板 

 

 

 

 

 

             プレハブ小屋              発電機 

 

エリア１５：岸壁部 

 

 

 

 

 

トラック            発電機            マンホール蓋 

 

 

 

 

 

              自動車               プレハブ小屋 

第 12－3図（5） 想定飛来物の抽出結果 その 5 
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エリア１６：西側沿岸部 

 

 

 

 

 

自動車              電気盤          鋼製ステップ 

 

 

 

 

 

              鋼板               グレーチング 

 

エリア９：1／２号機・３号機本館北側外周（ＳＡ設備） 

 

 

 

 

 

代替屋外給水タンク        送水ポンプ車（大型）    代替非常用発電機（3号用） 

 

 

 

 

 

          タンクローリー（18kl）            放水砲 

第 12－3図（6） 想定飛来物の抽出結果 その 6 
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（２）想定飛来物の分類 

現地調査の結果抽出された想定飛来物を，サイズ及び変形性状による基準に基づいて 6つに区分

するとともに，形状による基準に基づいて 3種類に分類する。 

分類結果を第 12－1表に示す。 

 

【サイズによる分類】 

飛散時の形状や重量の観点から，飛来物のサイズを分類する。 

小：飛散する形態にて，概ね人力で持ち上げられる程度のもの。 

中：飛散する形態にて，人力で持ち上がらないもの又は飛散・衝突時に分離・分散すると考えら

れるもの。 

大：飛散する形態にて，構造体として分散しない塊状のもの。 

 

【変形性状による分類】 

衝突時の変形性状の観点から，飛来物が衝突した際の影響を分類する。 

柔：非金属のもの，金属であっても薄板，足場や架台のような衝突時に変形が予想されるもの。 

剛：金属のもの等であって，飛来物自身の変形が予想されず，運動エネルギーを伝達するもの。 

 

【形状による分類】 

飛散し易さは飛来物の形状に依存するため，この観点から，飛来物の形状を分類する。 

塊状：複数の部材で構成される飛来物で，平面（板状）や線（棒状）ではなく，立体形状のもの。

なお，超重量物では飛散しないものもある。 

板状：厚さが薄く，平面（板状）のもの。 

棒状：細長く，線（棒状）で小さな断面を持つもの。 

 

第 12－1表 想定飛来物の分類結果 

サイズ 小 中 大 

剛 柔 柔 剛 柔 剛 柔 柔（一部剛） 

区 分 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

形状 

棒状 コーン 
鋼製パイプ 

バリケード 
― 鋼製材 ― ― 

板状 自転車 

フェンス 

グレーチング 

マンホール蓋 

看板 

アーケード屋根 

ベンチ 

ガードレール 

コンクリート板 

鋼板 

仮設足場 

― ― 

塊状 
照明 

スピーカー 
― 

空調室外機 

電気盤 

プレハブ小屋 

仮設資機材 

フード 

鋼製ステップ 

コンテナ 

タンク 

自動車 

代替屋外給水

タンク 

 

トラック 

クレーン車 

発電機 

重機 

電源車 

送水ポンプ

車（大型） 

代替非常用

発電機（3 号

用） 

放水砲 

タンクロー

リー（18kl） 
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（３）代表飛来物の選定 

分類した想定飛来物について，第 12－1表の①～⑥の区分のそれぞれに対して代表となる飛来物

を選定する。選定においては，飛来物の空力パラメータ及び飛散時の運動エネルギーに基づくとと

もに，飛散時に風圧力により複数の部材に分解（分散飛来）することや飛散防止対策等の有無につ

いても考慮する。想定飛来物の物性諸元を第 12－2表に示すが，諸元の設定にあたっては，「原子力

発電所の竜巻影響評価ガイド」（以下，「ガイド」という。）及びカタログ等を参考にしている。 

なお，空力パラメータは，物体の抗力係数を元に算出する飛来物毎の物性値であり，飛来物に設

計竜巻を作用させた時に，高さ方向に飛散するかどうかの判断基準となる指標である。空力パラメ

ータに基づく想定飛来物の飛散高さの算定方法の概要については，別紙－1 に示す。 

代表飛来物の選定フローを第 12－4図に，代表となる飛来物の選定結果を第 12－3表に示す。 

 

 

第 12－2表 想定飛来物の物性諸元 

長さ 幅 厚さ 質量

空力

パラメータ

CDA/m

最大速度

Vmax

飛来物の運動

エネルギー

mVHmax
2/2×103

m m m kg m
2
/kg m/s kJ

棒状 コーン 0.70 0.34 0.34 3.2 0.0734 ○ 94 14 ×

板状 自転車 1.90 1.10 0.60 25 0.0837 ○ 98 119 ○

照明 0.50 0.50 0.47 6 0.0788 ○ 96 28 ×

スピーカー 0.60 0.60 0.60 3.6 0.1980 ○ 124 28 ×

鋼製パイプ 2.00 0.05 0.05 8.4 0.0057 ○ 48 10 ×

バリケード 1.20 0.40 0.05 20 0.0168 ○ 61 37 ○

フェンス 1.80 1.80 0.002 32 0.0666 ○ 92 135 ○

グレーチング 1.00 0.60 0.02 24 0.0172 ○ 61 44 ×

マンホール蓋 0.60 0.60 0.01 46 0.0053 ○ 47 51 ×

看板 4.00 1.00 0.003 100 0.0265 ○ 71 252 ○

アーケード屋根 3.60 2.50 0.003 220 0.0270 ○ 71 561 ×

ベンチ 1.95 0.55 0.40 122 0.0090 ○ 53 171 ○

ガードレール 4.32 0.35 0.003 45 0.0223 ○ 65 95 ×

空調室外機 1.33 0.95 0.33 117 0.0114 ○ 56 183 ○

電気盤 1.50 0.90 0.60 100 0.0184 ○ 62 192 ○

プレハブ小屋 5.40 2.61 2.40 1220 0.0180 ○ 62 2345 ○

棒状 鋼製材 4.20 0.30 0.20 135 0.0089 ○ 53 190 ×

コンクリート板 1.50 1.00 0.15 540 0.0021 × 39 411 ×

鋼板 1.80 0.90 0.03 328 0.0033 ○ 43 303 ×

仮設足場 1.80 0.24 0.03 8.3 0.0361 ○ 77 25 ×

仮設資機材 4.45 1.60 1.55 254 0.0428 ○ 81 836 ○

フード 0.76 0.72 0.67 15 0.0700 ○ 93 63 ○

鋼製ステップ 0.92 0.43 0.18 95 0.0044 ○ 45 96 ○

コンテナ※１ 6.00 2.40 2.60 2300 0.0105 ○ 55 3479 ×

タンク※１ 5.00 4.80 4.80 3500 0.0134 ○ 58 5887 ○

自動車 4.60 1.80 1.70 1600 0.0079 ○ 52 2163 ×

代替屋外給水タンク 9.20 3.50 3.50 96000 0.0005 × 0 0 ×

トラック 5.00 1.90 1.30 4750 0.0026 × 40 3800 ×

クレーン車 12.00 6.30 4.99 102500 0.0011 × 23 27111 ×

発電機 6.10 2.50 1.95 15000 0.0014 × 28 5880 ×

重機 8.82 2.80 3.15 23000 0.0018 × 36 14904 ×

電源車 10.00 2.49 3.38 24620 0.0018 × 36 15954 ×

可搬型大型送水ポンプ車 8.79 2.50 2.88 12450 0.0029 ○ 41 10638 ×

代替非常用発電機（3号用） 15.00 2.50 3.80 35000 0.0020 × 42 30607 ×

放水砲 4.70 2.00 1.00 3000 0.0035 ○ 46 3237 ×

タンクローリー（18kl） 11.00 2.50 2.95 25000 0.0018 × 34 14873 ×

⑤ 塊状

⑥ 塊状

③

板状

塊状

④

板状

塊状

分散飛来の

有無

①

塊状

②

棒状

板状

分類 形状 名称
高さ方向の飛

散の有無※２

 

※１：質量は，内容物が無い空の状態として評価している。 

※２：空力パラメータが 0.0026 より大きいものについては，高さ方向に飛散する評価としている。 

なお，この数値は，飛来物が浮いている状態を仮定して設計竜巻を作用させた時に，上向きの加

速度が発生する閾値である。 
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※１：フローに従い選定された泊発電所において代表性のある飛来物の他，ガイドにおける飛来物のう

ち，高さ方向へ飛散するものについても代表飛来物として選定する。 

※２：高さ方向へは飛散しないが，横滑りする可能性がある大型の飛来物（ＳＡ設備等）は，固縛・飛

散防止対策を実施していく。 

※３：固定されていない代表飛来物（例えば，「鋼製パイプ」及び「コンテナ」等）についても，可能な

限り固縛・飛散防止対策を実施していく。 

 

第 12－4図 代表飛来物の選定フロー 

 ③分散飛来せず 

形状を維持して飛散 

 

代表飛来物※１ 

除 外 

④固縛・飛散防

止対策を実施 

 

 

②運動エネルギ

ーが最大値 

固縛・飛散防止等の対策 

no 

yes 

no 

yes 

no 

 

（分散後の単材毎に 

再評価） 

yes 

no yes 

※２ 

※３ 

⑤横滑りする 

除 外 
yes 

no 

①高さ方向へ 

飛散する 
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第 12－3表 代表飛来物の選定結果 

 

飛来物の種類 
① ② ③ 

照明 マンホール蓋 鋼製パイプ アーケード屋根 

サイズ（m） 
厚さ×直径 厚さ×直径 長さ×直径 長さ×幅×厚さ 

0.47×0.5 0.01×0.6 2×0.05 3.6×2.5×0.003 

質量（kg） 6 46 8.4 220 

最大速度（m/s） 96 47 48 71 

運動エネルギー（kJ） 28 51 10 561 

 

 

飛来物の種類 
④ ⑤ 

鋼製材 コンテナ 

サイズ（m） 
長さ×幅×奥行 長さ×幅×奥行 

4.2×0.3×0.2 2.4×2.6×6 

質量（kg） 135 2300 

最大速度（m/s） 53 55 

運動エネルギー（kJ） 190 3479 
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（４）設計飛来物の設定 

評価に用いる設計飛来物を，第 12－3表に示す代表飛来物の中から，以下に基づき設定した。 

・分類①の「照明」は，運動エネルギーが非常に小さく，竜巻防護施設への影響は極めて小さい

事が明らかなため設計飛来物とはしない。 

・分類②の「マンホール蓋」は，同じく剛飛来物である分類④の「鋼製材」と比較して明らかに

運動エネルギーが小さいことから「鋼製材」で代表することとし，設計飛来物とはしない。 

・分類③の「アーケード屋根」は，同じく柔飛来物である分類⑤の「コンテナ」と比較して明ら

かに運動エネルギーが小さいことから「コンテナ」で代表することとし，設計飛来物とはしな

い。 

以上の結果より，泊発電所の設計飛来物はガイドの設計飛来物と同様になることから，最大速度

については，ガイドに記載の数値を採用した。評価に用いる設計飛来物の設定結果を第 12－4表に

示す。 

 

 

第 12－4表 設計飛来物の設定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．まとめ 

以上の通り，設計飛来物を設定したが，厳密には質量及び寸法の異なる想定飛来物も敷地内には存

在する。しかしながら，設定した設計飛来物は，抽出した種々の想定飛来物の中で飛散した場合の影

響度合いが最も大きいものであるとともに，分類毎における代表性もあるため，これらの設計飛来物

によって泊発電所において考えられる想定飛来物の影響を包絡できると考える。 

したがって，竜巻防護施設に対する影響評価等の検討にあたっての設計飛来物としては妥当である

と考える。 

なお，今後発電所内に搬入される物品を含め，設計飛来物の代表性が失われないよう，適切に固縛

や飛散防止対策を実施していく。 

 

飛来物の種類 

棒状物 塊状物 

鋼製パイプ 鋼製材 コンテナ 

サイズ（m） 
長さ×直径 

2×0.05 

長さ×幅×奥行 

4.2×0.3×0.2 

長さ×幅×奥行 

2.4×2.6×6 

質量（kg） 8.4 135 2300 

最大水平速度（m/s） 49 57 60 

最大鉛直速度（m/s） 33 38 40 



別紙－1 
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想定飛来物の飛散速度及び飛散高さの評価について 

 

想定飛来物の飛散速度及び飛来高さは，竜巻による風速場の中の飛来物の飛散軌跡を計算することで

評価している。評価概要を以下に示す。 

 

１．評価条件 

竜巻の風速場は，ガイドを参考にして鉛直方向には風速・気圧といった構造が変化しないランキン

渦としてモデル化する。 

竜巻評価に用いる竜巻の風速分布は，下図に示すように原点から時刻ｔ毎にｘ軸方向にＶｔの速度

で移動するとし，その時の飛来物の初期位置を竜巻中心（原点）から任意の距離（ｒ）に設定して算

定する。※１※２ 

この時の接線方向風速Ｖθ，半径方向風速Ｖｒ及び上昇風速Ｖｚは，①～③式で定義される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
rotVV

5

2
  

rotr VV
5

1
  

rotz VV
53

4
  

{ ）の場合（ mR

m

rot RrV
R

r
V

m
 0      ）の場合（ rRV

r

R
V mR

m

rot m
 } 

ここで，ＶRmはｒ=Ｒｍの時のＶrotであり、Ｖrotの最大値である。その時，最大風速ＶＤは， 

tRD VVV
m
  

 

Ｖθ ：竜巻の接線方向風速 Ｖｒ：竜巻の半径方向風速 

Ｖｚ ：竜巻の鉛直方向風速 Ｖｔ：竜巻の移動速度 

Ｖrot：竜巻の旋回風速 ＶRm：竜巻の最大旋回風速 

ＶＤ ：竜巻の最大風速 

ｒ  ：竜巻中心からの飛来物位置 Ｒｍ：竜巻旋回風速最大値位置の半径 

・・・・・① 

・・・・・② 

・・・・・③ 

Rm 
r 

Vr 

Vθ 

Vrot 

y 

x 

Vt 

・・・・・④ 
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２．評価方法 

１．に示す風速場における飛来物の運動は，相対速度の２乗に比例した抗力と重力が外力として作

用するものと仮定すると，以下の⑤式で表すことができる。 

飛散速度及び飛散高さの評価においては，時刻 tの時間刻みにて⑤式を離散化することで算出する。 

この際，抗力係数ＣＤは，飛来物の３方向の面積で重み付けした平均値を用いている。※３ 

 

想定飛来物の高さ方向への飛散の有無は，⑤式に基づき，空力パラメータ（ＣＤＡ/ｍ）と飛来物に

作用する浮き上がり力及び自重との関係から評価できる。（⑥式） 

 

 

gJtxtxVtxtxV
m

AC
tx D  )())(())())(((

2

1
)(    

22

2

zDz

D

VVV

g

m

AC





 

 

ｍ：飛来物の質量 Ａ：代表面積 

ｘ(t)：時刻ｔでの飛来物の位置 ｘ’(t)：時刻ｔでの飛来物の速度 

ｘ”(t)：時刻ｔでの飛来物の加速度 Ｖ(ｘ(t))：時刻 tでの飛来物位置での風速 

ＣＤ：抗力係数 ρ：空気密度（=1.22） 

ｇ：重力加速度 Ｊ：鉛直方向成分のみ 1のベクトル 

ＶＤ ：竜巻の最大風速 Ｖｚ：竜巻の鉛直方向風速 

 

 

３．評価結果 

泊発電所の設計竜巻（最大風速 100m/s）に対して，⑥式を用いて評価した結果，空力パラメータが

0.0028以下の場合は高さ方向へは飛散しない評価となる。 

よって，泊発電所の想定飛来物の高さ方向への飛散の有無は，0.0028に保守性を考慮して 0.0026

を基準としている。 

 

 

※１：Simiu, E. and Cordes, M., NBSIR 76-1050. Tornado-Borne Missile Speeds, 1976. 

※２：電中研 江口護ほか，移動ランキン渦モデルによる竜巻飛来物速度の評価，日本流体力学会年会 2013 

※３：東京工芸大学，平成 21～22 年度原子力安全基盤調査研究（平成 22 年度）「竜巻による原子力施設への影響に関す

る調査研究」，独立行政法人原子力安全基盤機構委託研究 成果報告書，平成 23 年 2 月 

 

 

 

 

・・・・・⑤ 

・・・・・⑥ 
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１３．運転時荷重の組み合わせを考慮していない理由について 

   

設計竜巻荷重と組み合わせる荷重として、評価対象施設に常時作用する荷重（自重）および

運転時荷重を適切に組み合わせており、以下に運転時荷重の組み合わせを考慮していない理由を

示す。 

評価対象施設 考慮していない理由  

原子炉補機冷却海水ポンプ  

評価部位（ボルト）には、ポンプ（縦型）の運転（揚水）によ

って生じる下向きスラスト荷重によるモーメントと、設計竜巻

による複合荷重によって生じる転倒モーメント（上向き）が作

用する。これらのモーメントは、お互いに打ち消す方向に作用

するため、保守的に運転時荷重（ポンプの揚水によって生じる

下向きスラスト荷重）との組合せは考慮していない。  

 

排気筒  

当該設備に繋がる換気空調設備（評価対象施設）については、

設計竜巻による気圧差の影響を回避するため、竜巻襲来時はこ

れに必要なダンパ・弁を閉止して外気と隔離する手順とする。

これに伴って当該設備に繋がるファンを停止する手順とするた

め、運転時荷重（ファン静圧）は作用しないことから考慮して

いない。 
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評価対象施設 考慮していない理由  

換気空調設備  

ダンパ  ・ 当該設備のうち、ディーゼル発電機室換気系以外の換気空

調系については、設計竜巻による気圧差の影響を極力回避

するため、竜巻襲来時はこれに必要なダンパ・弁を閉止し

て外気と隔離する手順とする。これに伴って必要なファン

を停止する手順とするため、運転時荷重（ファン静圧）は

作用しないことから考慮していない。 

・ ディーゼル発電機室換気系については、ディーゼル発電機

設備の冷却の観点からファンは停止しないが、ファンの運

転によってダクト等に生じる圧力は、竜巻による気圧低下

を打ち消す方向に作用するため、保守的に運転時荷重（フ

ァン静圧）との組み合わせは考慮していない。 

バタフライ弁 

ダクト 

ファン  

空調ユニット  
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１４．雹を飛来物として想定した場合の影響評価について 

 

雹を飛来物として考えた場合の建物・構築物及び設備に与える影響については，雹の一般的な大きさ

（5mm～数 cm）から設計飛来物の評価で代表できると考えるが，ここでは，雹を飛来物として想定した

場合の影響評価について示す。 

 

１．雹の諸元（落下速度） 

物体が大気中を運動する場合は空気抵抗を受けるため，時間が経過すれば空気抵抗と重力が釣り合

って等速運動となり，このときの速度を終端速度という。空気中を落下する雨，雹等の粒子について

も同様であることから，この終端速度で評価する。粒径ごとの雹の落下速度（出展：「一般気象学」東

京大学出版）を第 14－1表に示す。 

 

 

第 14－1表 雹の落下速度 

 

雹の粒径 落下速度（終端速度） 

1（cm） 9（m/s） 

2（cm） 16（m/s） 

5（cm） 33（m/s） 

 

 

２．雹による影響評価 

影響評価にあたっては，粒径 5cm程度の大型の雹を想定する。なお，雹が剛飛来物とは考えられな

いが，剛飛来物と仮定して評価する。 

コンクリート及び鋼板に対する貫通厚さについて，設計飛来物と同様に評価した結果を，設計飛来

物（鋼製材）の評価結果と合わせて第 14－2表に示す。 

 

 

第 14－2表 評価結果 

 

 
貫通厚さ 

雹（粒径 5cm） 設計飛来物（鋼製材） 

コンクリート（Ｆｃ＝24N/mm２） 1（cm） 21（cm） 

鋼板 0.2（mm） 22（mm） 

 

 

３．まとめ 

以上の結果より，雹を飛来物と想定しても，設計飛来物に十分包絡されることを確認した。 

なお，コンクリートスラブの実際の最小厚さが 26cm であること，また，飛来物が直接的に影響を及

ぼすと想定される設備である原子炉補機冷却海水ポンプ（モータ部ケーシング）の板厚は 3.2mmであ

ることから，雹による施設への影響はない。 

 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A9%BA%E6%B0%97%E6%8A%B5%E6%8A%97
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B5%82%E7%AB%AF%E9%80%9F%E5%BA%A6
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１５．設計基準事故時荷重の組み合わせを考慮していない理由について 

   

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」第2条第2項

第4号において、「設計基準事故」とは『発生頻度が運転時の異常な過渡変化より低い異常な状態

であって、当該状態が発生した場合には発電用原子炉施設から多量の放射性物質が放出するおそ

れがあるものとして安全設計上想定すべきものをいう。』と定義されている。 

 

「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」において、PWRにおける「事故」の具

体的な事象は以下のとおりとされており、この中で『燃料集合体の落下』以外の事故については、

竜巻防護施設（設備）が設計竜巻による影響を受けない建屋内に設置され設計基準事故の原因と

なる配管破損等は起こり難いことから、設計竜巻荷重と設計基準事故時荷重は重畳しないと考え

る。  

一方、『燃料集合体の落下』については、使用済燃料ピットが設置されている建屋の上屋（燃

料取扱棟）は鉄骨造であり飛来物の進入が想定されることから、クレーンにて燃料集合体を取扱

い中に飛来物が燃料集合体保持機構に衝突した場合は発生する可能性があるが、竜巻が襲来する

恐れが生じた場合に燃料集合体の取扱い作業は一時中断して燃料集合体を所定の位置に戻す旨マ

ニュアルに反映することとしていること、飛来物が燃料集合体保持機構にあたる可能性は非常に

小さいことから、竜巻が原因で発生する確率は小さいと考える。 

また、万一発生したとしても、当該事故時において設計基準事故時荷重（配管破断時の反力に

よる荷重など）は発生しない。 

以上から、設計竜巻荷重と設計基準事故時荷重が重畳する可能性は低いと考えられ、設計基準

事故時荷重との組み合わせは考慮していない。 

 

・原子炉冷却材の喪失又は炉心冷却状態の著しい変化 

(1) 原子炉冷却材喪失  

(2) 原子炉冷却材流量の喪失  

(3) 原子炉冷却材ポンプの軸固着 

(4) 主給水管破断  

(5) 主蒸気管破断 

 

・反応度の異常な投入又は原子炉出力の急激な変化 

(1) 制御棒飛び出し 

 

・環境への放射性物質の異常な放出 

(1) 放射性気体廃棄物処理施設の破損 

(2) 蒸気発生器伝熱管破損 

(3) 燃料集合体の落下  

(4) 原子炉冷却材喪失 

(5) 制御棒飛び出し 

 

・原子炉格納容器内圧力、雰囲気等の異常な変化 

(1) 原子炉冷却材喪失 

(2) 可燃性ガスの発生 

 

 

 

 

 



15－2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（抜粋）＞ 

第六条  

２ 重要安全施設は、当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象

により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生ずる応力を適切に考慮したもの

でなければならない。 

 

＜実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈（抜粋）＞ 

第６条 

６ 第２項に規定する「適切に考慮したもの」とは、大きな影響を及ぼすおそれがあると想定され

る自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故が発生した場合に生じる応

力を単純に加算することを必ずしも要求するものではなく、それぞれの因果関係及び時間的変化

を考慮して適切に組み合わせた場合をいう。 



  
 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．原子力発電所の竜巻影響評価ガイドへの適合状況について 

 



 1 
 

原子力発電所の竜巻影響評価ガイド 泊発電所３号機竜巻影響評価結果 

 

 

2．評価の基本方針 

2.1 評価対象施設 

評価ガイドに基づき、以下の（１）及び（２）に示す施設を評価対象施設とする。 

（１）竜巻防護施設 

「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」の重要度分類における耐震 S クラスの設計を要求される設

備（系統・機器）及び建屋・構築物等。 

 

（２）竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設 

当該施設の破損等により竜巻防護施設に波及的影響を及ぼして安全機能を喪失させる可能性が否定できない施

設、又はその施設の特定の区画 。 

 

解説 2.1 評価対象施設 

評価ガイドどおり。 

竜巻防護施設の外殻となる施設等（竜巻防護施設を内包する建屋・構築物等）による防護機能によって、設計

竜巻による影響を受けないことが確認された施設については、評価対象から除外する。 

 

 

 

 

 

 

2.2 評価の基本的な考え方 

2.2.1 評価の基本フロー 

評価ガイドに基づき、基準竜巻、設計竜巻及び設計荷重を適切に設定するとともに評価対象施設を抽出し、設

計荷重に対する評価対象施設の構造健全性について検討することにより、安全機能が維持されていることを確

認する。 



 2 
 

原子力発電所の竜巻影響評価ガイド 泊発電所３号機竜巻影響評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2.2 評価対象施設に作用する荷重 

評価ガイドに基づき、以下に示す設計荷重を適切に設定する。 

（１）設計竜巻荷重 

設計竜巻荷重を以下に示す。 

①風圧力 

設計竜巻の最大風速による風圧力 

②気圧差による圧力 

設計竜巻における気圧低下によって生じる評価対象施設内外の気圧差による圧力 

③飛来物の衝撃荷重 

設計竜巻によって評価対象施設に衝突し得る飛来物（以下、「設計飛来物」という）が評価対象施設に衝突する

際の衝撃荷重 
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原子力発電所の竜巻影響評価ガイド 泊発電所３号機竜巻影響評価結果 

 

（２）設計竜巻荷重と組み合わせる荷重 

設計竜巻荷重と組み合わせる荷重を以下に示す。 

 

①評価対象施設に常時作用する荷重、運転時荷重等 

②竜巻以外の自然現象による荷重、設計基準事故時荷重等 

なお、上記（２）の②の荷重については、竜巻以外の自然現象及び事故の発生頻度等を参照して、上記（２）

の①の荷重と組み合わせることの適切性や設定する荷重の大きさ等を判断する。 

 

 

 

2.2.3 施設の安全性の確認 

評価ガイドに基づき、設計竜巻荷重及びその他組み合わせ荷重（常時作用している荷重、竜巻以外の自然現象

による荷重、設計基準事故時荷重等）を適切に組み合わせた設計荷重に対して、評価対象施設、あるいはその

特定の区画の構造健全性等が維持されて安全機能が維持されることを確認する。 
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原子力発電所の竜巻影響評価ガイド 泊発電所３号機竜巻影響評価結果 

 

3．基準竜巻・設計竜巻の設定 

 

3.1  概要 

 評価ガイドどおり。 

評価ガイドに基づき、評価ガイド解説図 3.1 に示された基準竜巻・設計竜巻の設定に係る基本フローに従い、

基準竜巻及び設計竜巻を評価した。 
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原子力発電所の竜巻影響評価ガイド 泊発電所３号機竜巻影響評価結果 

 

3.2  竜巻検討地域の設定 

 評価ガイドどおり。 

竜巻検討地域は、評価ガイド 3.2 のとおり、泊発電所が立地する地域及び竜巻発生の観点から泊発電所が立

地する地域と気象条件が類似する地域から設定した。 

 

 具体的には、泊発電所が位置する北海道日本海側と、その他国内 15 地域間の総観場の出現数に関する相関係

数を求め、その結果から発生する総観場の種類及び発生頻度の関連性の強い地域を選定し竜巻検討地域とした。 

具体的には、北海道から本州にかけての日本海側及び北海道の襟裳岬以西を選定した。 

 また、泊発電所が海岸線付近に立地することから、評価ガイド解説 3.2（２）に従い、海岸線から陸側及び海

側それぞれ 5km の範囲を竜巻検討地域とした。（面積約 38,895km2） 

図 3.1 に竜巻検討地域を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 

図 3.1 泊発電所における竜巻検討地域 
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原子力発電所の竜巻影響評価ガイド 泊発電所３号機竜巻影響評価結果 
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原子力発電所の竜巻影響評価ガイド 泊発電所３号機竜巻影響評価結果 

 

3.3  基準竜巻の設定 （１） 

評価ガイドどおり。 

評価ガイド 3.3 に示された基本的な方針に基づき、気象庁の「竜巻等の突風データベース」をもとに、過去

に発生した竜巻による最大風速 VB1及び竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速 VB2を評価した上で、両

者のうち大きい方を、基準竜巻の最大風速 VBとして設定した。 

 

3.3  基準竜巻の設定 （２） 

①過去に発生した竜巻による最大風速（解説 3.3.1 過去に発生した竜巻による最大風速（VB1）の設定） 

評価ガイドどおり。  

評価ガイド解説 3.3.1 に沿い、日本国内で 1961 年～2012 年 6 月の間に発生したと気象庁が公表した竜巻

のうち、過去最大の竜巻は F３スケールであった。F３スケールにおける風速は 70～92m/s であることから、

その最大風速をもとに、過去に発生した竜巻による最大風速（VB1）を 92m/s とした。 

 

 

②竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速（解説 3.3.2 竜巻最大風速のハザード曲線を用いた最大風速

（VB2）の算定） 

 評価ガイドどおり。 

 竜巻最大風速のハザード曲線は、「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド」に従い、既往の算定方法に基づ

き、具体的には、独立行政法人原子力安全機構が東京工芸大学に委託した研究「竜巻による原子力施設への

影響に関する調査研究」を参照して算定した。 

なお、竜巻検討地域における竜巻の観測記録に基づいて作成した竜巻最大風速のハザード曲線上において年

超過確率(PB2)10-5に対応する竜巻最大風速を VB2として評価した。 
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解説 3.3.2 竜巻最大風速のハザード曲線を用いた最大風速（ＶB2）の算定 

（１）竜巻影響エリアの設定 

   評価ガイドどおり。 

   竜巻影響エリアは、評価対象設備である竜巻防護施設び竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設の 

面積(約 19,900m2)及び設置位置を考慮して設定する。具体的には、３号機設備全体を包絡する円形のエリ 

ア（半径 425m、面積約 142,000m2）として設定した。 

   また、竜巻による被害域幅、被害域長さは、竜巻検討地域で過去に設定した竜巻の記録に基づいて対数 

正規分布を仮定して設定した。なお、竜巻影響エリアを円形とするため、竜巻の移動方向には依存性は生 

じない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              図 3,.2 竜巻影響エリア 

 

（２）竜巻の年発生数の確率分布の設定 

   評価ガイドどおり。 

   竜巻の年発生数の確率分布は、竜巻検討地域で過去に発生した竜巻の記録等に基づいてポアソン過程 

  （ポリア分布）により設定した。 
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（３）竜巻最大風速の確率分布の設定 

  評価ガイドどおり。 

竜巻最大風速の確率分布は、竜巻検討地域で過去に発生した竜巻の記録等に基づいて対数正規分布を仮 

定して設定した。 

 

 （４）竜巻最大風速のハザード曲線の算定 

  評価ガイドどおり。 

（１）～（３）の設定より、図 3.3 のとおり竜巻最大風速のハザード曲線を算定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            図 3.3 竜巻最大風速のハザード曲線 

 

（５）年超過確率に対応する竜巻最大風速 VB2の算定 

 評価ガイドどおり。 

竜巻最大風速 VB2は、（４）で算定した竜巻最大風速のハザード曲線より、評価ガイド 3.3 を参考に年 

超過確率 10-5に相当する 65m/s とした。 

 

 

 

年
超
過
確
率 
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以上より、竜巻の最大風速（VB1）、（VB２）は下記のとおりである。 

・過去に発生した竜巻による最大風速 VB1：    92m/s 

・竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速 VB2：65m/s 

 

評価ガイド 3.3 に従い、基準竜巻の最大風速 VBは、VB1と VB2のうち大きな風速とすることから、泊発電所

3 号機に対する基準竜巻の最大風速は 92m/s とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.4 設計竜巻の設定 

評価ガイドに基づき，以下の基本的な方針に基づいて設計竜巻の最大風速(VD)及び特性値を設定した。ここで、

VD は最大瞬間風速とした。 

 

（１）設計竜巻の最大風速(VD)は、原子力発電所が立地する地域の特性（地形効果による竜巻の増幅特性等）

等を考慮して設定した。なお、VDは、VBを下回らないものとした。 

（２）設計竜巻の特性値は、設計竜巻の最大風速(VD)等を考慮して適切に設定した。 

 

解説 3.4 設計竜巻の最大風速（VD）及び特性値の設定 

解説 3.4.1 設計竜巻の最大風速（VD）の設定で考慮する地形効果による竜巻の増幅特性 

評価ガイドに基づき，丘陵等による地形効果によって竜巻が増幅する可能性があると考えられることから，泊

発電所が立地する地域において，評価対象施設の周辺地形等によって竜巻が増幅される可能性について検討を

行い，その検討結果に基づいて設計竜巻の最大風速（VD）を設定した。 

なお、竜巻が丘陵や段差等の上空を通過した際には、竜巻が減衰する可能性が指摘されているが、VDの設定に

おいては、そのような減衰の効果は考慮しなかった。 
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解説 3.4.2 設計竜巻の特性値の設定 

解説 3.4.2.1 概要 

評価ガイドに基づき，設計竜巻の最大風速（VD）等に基づいて、下記(1)～(5) に示す設計竜巻の各特性値を設

定した。 

（１）移動速度（VT）  

（２）最大接線風速（VRm）  

（３）最大接線風速半径（Rm）  

（４）最大気圧低下量（ΔPmax）  

（５）最大気圧低下率（dp/dt）max  

 

(1)～(5) の各特性値については設定に足る十分な信頼性を有した観測記録等がないことから、解説 3.4.2.2 及び

3.4.2.3 に示す方法で各特性値を設定した。 

 

 

 

解説 3.4.2.2 設計竜巻の特性値の設定に係る基本的な考え方 

評価ガイドに基づき，ランキン渦モデルを仮定して竜巻特性値を設定した。ランキン渦では、高さ方向によっ

て風速及び気圧が変化しない平面的な流れ場を仮定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解説 3.4.2.3 設計竜巻の特性値の設定 

評価ガイドに基づき設定した。 

（１）設計竜巻の移動速度(VT)の設定 

設計竜巻の移動速度(VT)は、以下の算定式を用いて算定した。 

 

VT ＝ 0.15 ・VD  
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（２） 設計竜巻の最大接線風速(VRm)の設定 

設計竜巻の最大接線風速(VRm)は、以下の算定式を用いて算定した。 

 

VRm ＝ VD－VT  

 

ここで、VD(m/s) 及び VT(m/s) は、設計竜巻の最大風速及び移動速度である。 
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（３）設計竜巻の最大接線風速が生じる位置での半径(Rm)の設定 

設計竜巻の最大接線風速が生じる位置での半径(Rm)は、以下の値を用いた。 

 

Rm ＝ 30 (m)  

 

 

（４）設計竜巻の最大気圧低下量(ΔPmax)の設定 

設計竜巻の最大気圧低下量(ΔPmax)は、ランキン渦モデルによる風速分布に基づいて設定した。 

 

ΔP max ＝ ρ・VRm
2 

 

ここで、ρ及び VRm は、それぞれ空気密度、設計竜巻の最大接線風速を示す。 

 

 

（５）設計竜巻の最大気圧低下率((dp/dt)max)の設定 

設計竜巻の最大気圧低下率((dp/dt)max)は、ランキン渦モデルによる風速分布に基づいて設定した。 

 

(dp/dt)max＝(VT/Rm)・ΔP max 

 

ここで、VT及び Rmは、それぞれ設計竜巻の移動速度及び最大接線風速が生じる位置での半径を表す。 

 

評価ガイド 3.4 に従い、泊発電所の設計竜巻の最大風速（VD）は、92m/s とした。 

なお，竜巻影響評価にあたっては，設計竜巻の最大風速（VD）を、VD＝100m/s とした。 
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4．施設の設計 

4.1 概要 

評価ガイドに基づき以下を確認した。 

 

①設計荷重（設計竜巻荷重及びその他の組み合わせ荷重）が適切に設定されていること。 

 

 

②設計荷重に対して、評価対象施設の構造健全性等が維持されて安全機能が維持されること。 

 

 

 

 

4.2 評価対象施設 

評価ガイドに基づき、「2.1 評価対象施設」に示した評価対象施設を抽出した。 

  

4.3 設計荷重の設定 

4.3.1 設計竜巻荷重の設定 

評価ガイドに基づき，「2.2.2 評価対象施設に作用する荷重」の「（１）設計竜巻荷重」で示した「風圧力」、「気 

圧差による圧力」及び「飛来物の衝撃荷重」について、それぞれ技術的見地等から妥当な荷重を設定した。 

 

 

解説 4.3.1 設計竜巻荷重の設定 

解説 4.3.1.1 設計竜巻の最大風速による風圧力の設定 

解説 4.3.1.1.1 概要 

設計竜巻の最大風速(VD)等に基づいて、設計竜巻によって評価対象施設に作用する風圧力を設定した。 

 

解説 4.3.1.1.2 基本的な考え方 

（１）風圧力の算定に用いる風力係数 

本評価における風圧力の算定には、通常の強風等を対象とした風力係数を用いた。 



 15 
 

原子力発電所の竜巻影響評価ガイド 泊発電所３号機竜巻影響評価結果 

 

（２）設計竜巻による鉛直方向の風圧力 

本評価では、設計竜巻の水平方向の最大風速(VD)には、鉛直方向の風速の影響も基本的には含まれているとみ

なした。 

 

 

 

 

 

 

 

解説 4.3.1.1.3 設計竜巻による風圧力の設定 

設計竜巻の最大風速(VD)による風圧力(PD)の算定について以下に示す。 

設計竜巻の水平方向の最大風速によって評価対象施設（屋根を含む）に作用する風圧力(PD)は、「建築基準法施

行令」、「日本建築学会建築物荷重指針・同解説(2004) 」等を準用して、下式により算定した。 

 

 

 

 

PD ＝ q・G・C・A ･･･ (4.1)  

 

ここで、q は設計用速度圧、G はガスト影響係数（1.0）、C は風力係数、A は施設の受圧面積を表し、q は下

式による。 

 

 

q ＝ (1/2) ・ρ・VD
2 ･･･ (4.2)  

 

ここで、ρは空気密度、VD は設計竜巻の最大風速である。 
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解説 4.3.1.2 設計竜巻における気圧低下によって生じる評価対象施設内外の気圧差による圧力の設定 

 

解説 4.3.1.2.1 概要 

前記において設定した設計竜巻による最大気圧低下量(ΔPmax)及び最大気圧低下率（dP/dt）max に基づいて評

価対象施設に作用する気圧差による圧力を設定した。 

 

 

解説 4.3. 1.2.2 基本的な考え方 

設計竜巻によって引き起こされる最大気圧低下量によって評価対象施設に作用する圧力を算定する際には、閉

じた施設を想定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解説 4.3. 1.2.3 気圧差による圧力を作用させる施設の設定 

気圧差による圧力を作用させる対象は、泊発電所の図面等を参照して十分に検討した上で設定した。 

（１）建屋・構築物等 

建屋・構築物等の主要な部材（壁、屋根等）、開口部及び外気と隔離されているとみなせる区画の隔壁について，

圧力の影響について検討を行い、当該施設が破損した場合の安全機能維持への影響についても確認を行った。 

 

 

 

 

（２）設備 

気圧差による圧力の影響を受けることが想定される以下の設備について、気圧差による圧力の影響を評価し、

安全機能維持に影響を与えないことを確認した。 

・外気と隔離されているとみなせる区画の境界部（空調系ダクト類等） 

・圧力差の影響を受け得る計器類 
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解説 4.3.1.3 設計竜巻による飛来物が評価対象施設に衝突する際の衝撃荷重の設定 

解説 4.3.1.3.1 概要 

設計竜巻の最大風速(VD)及び特性値等に基づいて、設計飛来物を設定し、それら設計飛来物の飛来速度を設定

した。そして、設計飛来物が設定した飛来速度で評価対象施設に衝突することを想定して、飛来物の衝突によ

る評価対象施設への衝撃荷重を設定した。 

 

 

解説 4.3.1.3.2 基本的な考え方 

評価対象施設に到達する可能性がある飛来物について検討を行った上で、設計飛来物を設定した。 

評価対象施設に到達する可能性がある飛来物を検討する範囲は、泊発電所の敷地内とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解説 4.3.1.3.3 設計飛来物の速度の設定 

（１）基本的な考え方 

（２）設計飛来物の設定例 

設計飛来物は，泊発電所における調査結果に基づき設定した。 

設計飛来物の最大速度は，解説表４．１の最大速度とした。 
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解説 4.3.1.3.4 設計飛来物の衝突方向、衝突範囲及び衝撃荷重の設定 

設計飛来物が評価対象施設に衝突する方向は、安全側の評価になるように設定した。 

設計飛来物の評価においては、設計飛来物を剛体と仮定した。 
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解説 4.3.1.4 設計竜巻荷重の組み合わせ 

評価対象施設の評価に用いる設計竜巻荷重は、設計竜巻による風圧力による荷重(WＷ)、気圧差による荷重(ＷＰ)、

及び設計飛来物による衝撃荷重(WＭ)を組み合わせた複合荷重とし、複合荷重 WT1及び WT2は、下式により算定

した。 

 

 

WＴ1＝WＰ ･･･ (4.4)  

WＴ2＝WＷ +0.5 ・WＰ+WＭ ･･･ (4.5)  

 

ここで、(4.4) 式及び(4.5) 式の各変数は下記のとおり。 

WＴ1、WT2 ：設計竜巻による複合荷重 

WＷ：設計竜巻の風圧力による荷重 

WＰ：設計竜巻による気圧差による荷重 

WＭ：設計飛来物による衝撃荷重 

 

 

なお、評価対象施設には WT1 及び WT2 の両荷重をそれぞれ作用させた。 

 

4.3.2 設計竜巻荷重と組み合わせる荷重の設定 

評価ガイドに基づき，「2.2.2 評価対象施設に作用する荷重」の「（２）設計竜巻荷重と組み合わせる荷重」に示

した各荷重について、それぞれ技術的見地等から妥当な荷重として設定し、設計竜巻荷重と組み合わせた。 

 

 

 

 


